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第１章　総論

１．１ 調査の背景・経緯

マレイシア国では、半島部を中心に急速な経済開発・工業化を実現する一方、国内における
経済格差が拡大しており、開発が遅れ、未電化世帯を多く抱えるサラワク州における電化の促
進が一つの重要な政策課題となっている。また近年、環境調和型の開発が政策課題となり、第
７次国家開発５カ年計画（1996?2000年）にも掲げられているように、水力・火力を中心とした
従来型のエネルギー政策を転換し、再生可能エネルギーの利用促進が図られるようになってき
ている。

再生可能エネルギーの中でも、一日4.5?８時間の日照時間を有するマレイシア国では、特に
太陽エネルギーに注目がおかれている。

マレイシア国政府は、1990年より全国の地方村落部の未電化地域に対し、太陽光を始めとす
る再生可能エネルギー発電の普及を促してきたが、人的資源や技術力の不足等の要因により、
それらの効率的普及が進んでいない。

このような背景のもと、1998年10月に太陽光利用地方電化にかかる開発調査の要請（”The 
Development of Solar Energy Projects for Rural Electrification and Capacity Building”）が、マレ
イシア国より日本政府に対して提出された。その主な要請内容は以下の２点であった。
（１）サラワク州村落部の電力普及のための太陽光エネルギープロジェクト策定と実施
（２）太陽光エネルギー開発のための関連情報・リソースネットワークの整備

１．２　調査目的と方針

（１） 調査の目的
本プロジェクト形成基礎調査は、先方関係機関等との協議、関係資料の収集及び対象

地域の踏査を通して、マレイシア国政府から提出されたプロジェクト要請内容を明確に
するとともに、開発調査の実施可能性を検討することを目的として実施された。

（２） 調査方針
調査実施上の基本方針は以下の通りであった。

１）「開発調査」スキームの先方関係機関への説明
本件は、もともと「プロジェクト方式技術協力」として要請があったものであり、

開発調査に要請が訂正されたものの、依然として要請書は、プロジェクト方式技術協
力をイメージさせるものとなっている。

このため、開発調査の特徴、当方が行ってきた関連調査の実績等につき十分説明す
るとともに、先方の要請の内容等を確認する必要がある。また、本要請に対し開発調
査を行うことの妥当性を検討する。
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i) パイロットプロジェクトについて
先方は５カ所におけるパイロットプロジェクトの実施を要請している。本開発調

査の中でのパイロットプロジェクトの意味づけにつき、相手方の意向を確認した上
で、パイロットプロジェクト実施の妥当性について検討する。必要に応じて、パイ
ロットプロジェクトの内容についての検討も行う。

ii) 「情報・リソースネットワーク」について
本開発調査においては、ネットワークの構築自体を目的とするのではなく、その

構築に係る有効性を検討すること、ネットワークのコンセプト、機能、開発方法等
を提示する、あるいは何らかのデータベースを作るといったことが対象になりうる
と思われる。他方、先方要請機関は、ネットワーク作りそのもの、場合によっては
箱ものの作成を含めてイメージしている可能性もあり、十分な協議が必要である。

２）地方電化関連機関の相互関係や各々の役割の明確化
・エネルギー省（MECM）と地方開発省（ＭＲＤ）など中央政府各機関の役割や

関係
・MECMを初めとした中央政府機関とサラワク州政府諸機関の関係
・サラワク州における諸機関の役割や関係

上記３点について明確化する。
その上で、本調査がより有効に行われるための体制について検討する。

３）地方電化計画について
既存の地方電化計画（特にサラワク州における）の有無を調査する。地方電化計画

がある場合にはその内容を確認する。その上で、地方電化計画における太陽光発電を
中心とする再生可能エネルギーの位置づけ、本プロジェクトとの整合性について確認
する。

地方電化計画の作成については本要請には含まれていないが、必要に応じて本開発
調査の対象とし、再生可能エネルギーの位置付けを含めて検討する。

１．３ 調査事項

（１） 要請内容の確認
ア　「情報・リソースネットワーク」の具体的内容（形態、規模、範囲）
イ　マレイシア国政府が期待している調査のアウトプット
ウ　パイロットプロジェクト実施の目的
エ　パイロットプロジェクト対象地域にサラワク州が指定されている意義

（２） プロジェクトの妥当性、意義、優先度の確認

（３） 開発調査スキームへの妥当性の検討

（４） C／P 機関選定の妥当性、政府機関の能力の確認
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（５） 現地踏査（サラワク州における未電化村・ＰＶ利用村・ディーゼル利用村）
ア　マレイシア、特にサラワク州における農村の一般的社会経済状況

（収入、産業、家族構成、住民組織、エネルギー利用状況等）
イ　電化状況別の村落における社会経済状況及び住民のニーズ

（６） 関連情報の収集
１）マレイシア国の一般状況及び電力セクターに係る一般状況

ア　マレイシア国の概要（政治・経済、行政構造等）
イ　電化に関する政策及び電力セクターの概要（予算、組織等）
ウ　電力政策・計画における太陽光を初めとする再生可能エネルギーの位置付け
エ　地方電化関係機関の、それぞれの役割や位置付け
オ　サラワク州における地方電化に係る政策と現状

２）太陽光を中心とした再生可能エネルギー利用状況
ア　マレイシア全土、及びサラワク州における再生可能エネルギーの利用状況
イ　海外ドナーによるプロジェクトの実施状況
ウ　民間セクターの現状（数、規模、技術レベル等）
エ　研究機関における再生可能エネルギー関連技術の知識・技術レベルの状況

３）調査環境
ア　アクセス状況、治安状況
イ　ローカルコンサルタント等の能力等

１．４調査団構成

（１） 大竹　祐二　　団長　　　　　　　　JICA鉱工業開発調査部資源開発調査課長
（２） 和泉　啓二　　電力技術行政　　　　通産省資源エネルギー庁電力技術課
（３） 川端　隆史　　技術協力計画　　　　外務省経済協力局開発協力課
（４） 梅津　径　　　調査企画　　　　　　JICA鉱工業開発調査部資源開発調査課
（５） 西野入一雄　　太陽光発電普及計画　株式会社安川エンジニアリング
（６） 祖川　二郎　　地方電化計画　　　　株式会社ニュージェック
（７） 中村　信　　　農村社会経済調査　　システム科学コンサルタンツ株式会社
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１．５ 調査日程

１．6  主要面談者

（１） EPU(Economic Planning Unit)
Dol Marek, Assistant Director (Electricity energy Section)
Yap Lee Hua, Assistant Director

（２） MECM(Ministry of Energy, Communications & Multimedia)
Husniarti Binti Tamin, Deputy Sec. General
Thiyagarajan (Rajan) Velumail, Principal Assistant Secretary 
Khairul Nisam Romli, Research Officer



（３） ＭＲＤ(Ministry of Rural Development)
Idris Bin Ramli, Undersecretary
Hamzah Omar, Head of Utility Unit
Mohammad Fawzi B.Ariffin, Head of Technical Unit
Midhal Hassan

（４） ＰＴＭ (Pusat Tenaga Malaysia: Malaysia Energy Center )
Mohd Zamzam Jaafar, Chief Executive Officer
Ahmad Zairin Ismail, Head Unit of Emerging Technology
Lok Chung Kiat

（５） SPU (State Planning Unit, Sarawak)
Datu Wilson Baya Bundot, Director
Philip Addo, Assistant Director
Abdel Kudi Tannddi, Assistant Director

（６） SESCO (Sarawak Economic Supply Corporation)
Wan Tet Kyung (Stephen), Managing Director
Chan Seng Yu, Electrical Engineer (Distributing Division)
Danice Endawie Ita, Head of Distribution & Marketing

（７） UNIMAS (University of Malaysia, Sarawak)
Al Kahlid Haji Othmar, Lecturer, Faculty of Engineering
Ng Liang Yew, Lecturer, Faculty of Engineering
Khairil Annuar Mohd Kamal, Lecturer, Faculty of Economics and Business
Shazali Abu Mansor, Lecturer, Faculty of Economics and Business

（８） Yakin (現地NGO)
Mohd Haffizie Bin Putit, Project Officer
Mohd Shafig Dnas, Project Officer

（９） Projass (現地企業)
Shariman Mansor, Manager(Solar)
Yaakos Ab Ghani

（10） IC-Network (現地NGO)
Sarala Aikanathan, Environmental Consultant

（11） JETRO クアラルンプール事務所
大村　浩一所長
蝉本　睦　所員

（12） 在マレイシア日本大使館
前田　徹　経済部長・一等書記官
奈須野　太　二等書記官
長谷川　朋弘　二等書記官

（13） JICAマレイシア事務所
岩波　和俊　所長
寺西　義英　次長
山村　直史　所員
富谷　喜一　所員
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第２章　協議結果

２．１団長所感

（１） サラワク州地方電化事業の位置づけ
マレイシア政府は、地方電化を重要な政策課題の一つに掲げており、半島部において

は２０００年、サラワク州及びサバ州においても、２０１０年までの完全電化を目指し
ている。また、地方電化は、単なる電化事業としてではなく、地域開発の一環として位
置づけられており、ＭＲＤ（Ministry of Rural Development, Malaysia）の所感事業とし
て実施されている。

現在、サラワク州の３０％は未電化地域と推定され（１９９５年統計で、未電化率
３６％）、ＭＲＤは、第７次国家開発計画（１９９６?２０００年）において、約６５億
円（218.5百万リンギット）の予算により、サラワク州の地方電化事業を実施している。
地方電化を含めた、地域開発による国民の社会福祉の充実及び所得の向上は、２０２０
年に先進国入りを目標にしているマレイシア国にとって重要課題であり、半島部と比べ
て開発の遅れているサラワク州の地方電化事業をＭＲＤの一元的管理下で、地域開発の
総合的施策として積極的に取り組んでいることは評価できる。

（２） サラワク州におけるＰＶ電化の現状
サラワク州は、その地理学的特徴により、より経済的な電化方法（送電線の延長、デ

ィーゼル発電等）の不可能な村落（Longhouse）が点在しており、ＭＲＤは、これらの
地域の電化のために、再生可能エネルギーの一つである太陽光発電方式を導入している。
太陽光発電は、日常の運転、維持管理の容易さの観点で他の方式より優れており、サラ
ワク州の地方電化の方法としてきわめて現実的対応であると言え、それなりの成果を挙
げている。

しかしながら、太陽光発電設備の設置は、連邦政府機関であるＭＲＤとの直接契約に
基づき、一業者が独占的に実施しており、年一回程度の業者による点検以外、設置後の
管理は全く行われていないのが実態である。また、利用者への事前の十分な取り扱い説
明や、料金徴収による維持管理費の確保などの体制がないため、設備の適正な維持管理
はきわめて困難な状況である。

（３） サラワク州におけるＰＶ電化事業の問題点
太陽光発電による地方電化事業において、サラワク州機関あるいは住民組織による維

持管理体制の確立は必要不可欠であり、MECM(Ministry of Energy, Communications and 
Multimedia) からも、現状についての憂慮が表明された。また、サラワク州政府関係者
やSESCO (Sarawak Electricity Supply Corporation) との協議においても同様の点が指摘さ
れている。

地方電化事業は、総合的地域開発計画や地域住民の社会的能力向上と密接に関連して
おり、そのsustainability の確保のために、実施体制の整備は重要な課題である。
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（４） 本格調査実施の意義
マレイシア側の当初の要請書には、プロジェクト方式技術協力をかなり意識した形で

活動及び成果が記載されているが、今回の調査での関係機関との協議等を通じて、調査
の目的、内容等を整理することができた。

また、要請されている内容は、地方電化に係る組織・体制作りに対する提言及び技術
移転であり、JICAのこれまでの経験等を活用して、十分対応できると考えられる。

さらに、日本のODAの中期政策に掲げられている再生可能エネルギー利用の促進は、
マレイシア政府の政策にも合致しており、将来的にはマレイシアの実施する南南協力の
重要な分野の一つとなりうることからも、本件調査の意義は高い。
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第３章　マレイシアの社会・経済

３．１　マレイシアの概要（半島部マレイシアを中心に）

（１） 基本知識
マレイシアは、マレイ半島（半島部マレイシア）及びボルネオ島北部（東マレイシア）

から成り、１３の州（半島部マレイシア＝プルリス州、クダ州、ペナン州、ペラ州、ス
ランゴール州、ヌグリスンビラン州、マラッカ州、ジョホール州、パハン州、トレンガ
ヌ州、クランタン州、東マレイシア＝サバ州、サラワク州）その国土は面積約33万平方
キロメートルであり、日本の国土の約９０％にあたる。また、地質的には半島部・島嶼
部とも、安定地塊（スンダランド）で構成される。

人口は、2,271万人（98年推計）である。人口増加率は、年率2%台で推移し、粗出生率
は20.5%（1998年）である。

植生は、大変豊かな土地であり、多種多様な植生が見られる。特に、森林経済発展が
めざましく進んだ現在でも、森林面積は、半島部及びサラワク州は約60%、サバ州は70%
にも及ぶ。

気候は、年中高温多湿の典型的な熱帯雨林気候である。しかしながら、雲によって太
陽光線が遮られ、日中の気温の上昇も抑えられ、最高気温は高いときでも摂氏３５度程
度である。気温の年較差は小さい一方で、日較差は大きい。また、降水量はモンスーン
の影響を受け、雨期には極めて多くなる。
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（２） エスニシティ
マレイシアはマレイ系を中心とするブミプトラ（bumiputera、後述）、華人系、インド

系からなるマルチ・エスニック国家である点が特徴的である(ブミプトラ６３％、華人系
２９％、インド系８％）。19世紀半頃からスズ鉱山が発展するに伴って、中国から労働
力としての中国系移民が激増した。インド系は、19世紀後半からのコーヒー・茶のプラ
ンテーション労働者としての移住者を始めとして、主に20世紀初頭からのゴム・プラン
テーションの発展に伴い増大した。こうした過程を経て、マルチエスニックな社会が形
成された。

ブミプトラとは、「土地の子」を意味するマレイ語であり、マレイ系を中心として東
マレイシアに居住するイバン(Iban)、カダザン(Kadazan)等を含む概念である。このブミ
プトラという概念は、連帯感を共有しにくい半島マレイシアと東マレイシアとの間に共
通のアイデンティティを形成するために想像された概念である。そのため、特にマレイ
系とブミプトラに属する非マレイ系エスニックグループを区別する場合には、「マレイ
系」、「その他ブミプトラ」と類型化さられることがしばしばある。

プミプトラ、華人系、インド系がマレイシアの中核を構成する３大エスニック・グル
ープであり、政治経済はこの３つのグループを中心に動いている。この三者の関係、特
に、マレイ系と華人系の関係は微妙であり、それを象徴する事例は、１９６９年５月
１３日に発生した５・１３事件である。この事件は、同年下院選挙での華人系野党が躍
進し、華人系青年の「勝利の行進」を行い、５月１３日、クアラ・ルンプルで与党支持
のマレイ系住民との衝突事件が発生したというものである。

また、それぞれのエスニック・グループは完全な一枚岩とは言い難く、居住地域、所
得層、職業等によって各々のエスニック・グループの中身も多様である。従って、マレ
イシアのエスニックグループは、多元重層的な構造をなしているといえる。

現在、マハティール首相が提唱した「ビジョン２０２０」（後述）において、各エス
ニック・グループ間の調和とマレーシア国民(Bangsa Malaysia)の形成が掲げられている
のも、逆に言えば、「マレイシア国民」としてのアイデンティティ形成の苦悩が伺える。

（３） 歴史
イスラーム受容以前のマレイ半島は、インド文明がその基層文化であった。マレイ半

島は、東西交通の要衝であり、インドからの商人が集う港市であった。そのため、宮廷
や港市はインド文明の影響を強く受けた。インド化の影響は、マレイ文化に現在にも言
語、慣習法、芸能等の面で残っている。

15世紀初頭には、ムラカ王国(Negeri Melaka)が国際交易港として繁栄した。
ムラカ王国には、アラブやインド方面からのムスリム商人の最終到着点であった。その
ため、交易上の観点から、ムラカ王国時代はイスラーム化が進み、15世紀中葉には、マ
レイ半島にイスラームが定着しつつあった。現在のマレイシア語とインドネシア語の基
礎となったマレイ語は、ムラカ王国時代を通じ、交易のための共通語「リンガ・フラン
カ(LingaFranca)」として、東南アジア島嶼部に広く用いられるようになった。

ムラカ王国は、1511年にポルトガルに占領された。その後のマレイ半島は、ヨーロッ
パ列強による植民地化の波を受ける。19世紀以降、イギリスはマレイ半島に盛んに進出
した。現在のマレイシアの法システムや基本的インフラは、イギリス植民地に形成され
た。
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1941年にアジア・太平洋戦争が勃発すると日本軍は、コタ・バル（現在のクランタン
州の州都）に上陸し、翌41年には、マレイ半島を占領した。1945年に日本がポツダム宣
言を受諾しによって無条件降伏をすると、再びイギリスの軍政がしかれた。

イギリスとの独立交渉は、初代首相トゥンク・アブドゥル・ラーマンが中心に平和的
に行われ、１９５７年８月３１日に「マラヤ連邦」として独立する。平和裏に独立が達
成できたのは、当時のラーマンを初めとする指導者層の判断力もあるが、インドネシア
のように、強烈なナショナリズムがマラヤでは未成熟であったことも大きな要因と言え
る。１９６３年には、マラヤ連邦にシンガポール、サラワク、サバを統合し、マレイシ
アが結成された。しかしながら、シンガポールとは華人市民権問題等を巡り対立し、
１９６５年、シンガポールは独立する。こうして、現在のマレイシアが形成された。

３．２　行政組織及び政治

（１） 基本政体
マレイシアの基本政体は、伝統的なスルタン制度を基礎とする国王(Yang diPertuan 

Agung[ﾔﾝ･ﾃﾞｨﾌﾟﾙﾄｩｱﾝ･ｱｺﾞﾝ])を最高元首とする立憲君主制である。現在の国王は代11第
国王スルタン・サラフディン・アブドゥル・アジズ・シャー（1999年４月就任、スラン
ゴール州スルタン）。なお、国王は、各州のスルタンの互選によって選出される。実質
的には信任投票の色彩が強く、各州スルタンの持ち回りの輪番制で選出されている。

（２） 統治機構
１）連邦レベル

議会は上院・下院からなる二院制。上院は６９議席からなり、うち４３名は国王か
らの任命、２６名は州議会からの指名。任期は３年。下院は１９３議席からなり、小
選挙区制による直接選挙によって選出される。任期は５年。

また、議院内閣制をとり、内閣は国会に対して責任を負う。首相は、最高元首が任
命するが、その任命権は形式的である。実質上、最大与党UMNO(United Malays 
Natinal Organizaton:統一マレイ人国民組織)の総裁が首相に就任している。他の大臣に
ついては、最高元首が首相の助言に基づき任命することになっているが、最高元首の
任命は形式的なものである。

２）州レベル
各州（ペナン州、マラッカ州、サバ州、サラワク州を除く）にはスルタン存在し、

州のイスラム行政やマレイ人の特別な地位（憲法１５３条）の擁護者等の役割がある。
ただし、度重なる憲法改正の結果、スルタンの地位は、象徴的なものになり、実質的
な権限は弱まっている。ペナン州、マラッカ州、サバ州、サラワク州には州知事がお
かれている。

州議会は一院制がとられ、基本的には、連邦下院選挙と同時に選挙が行われている。
多数党から州首相及び州行政委員会が選出され、行政を司る。州政府の下には、郡役
所が置かれ、行政事務及び土地行政を行う。この下にプンフル(Punghulu)を長として
行政村のムキム(Mukim)置かれ、さらにその下に村長(Ketua Kampung)がいる。
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３）中央－地方関係
連邦政府と州政府の関係は、連邦憲法で規律されている。州の権限は、イスラム法、

土地、農林業といった州に密着したものが中心であり、多くの事項は、連邦政府の専
権事項となっている。

（３） 政党と政治・選挙
マレイシアにおける政党の特徴は、エスニック・グループを基盤として政党が形成さ

れている点である。
現在、政権はマレー系政党の統一マレイ人国民組織(UMNO:United Malays 

Organization)、華人系政党の馬華公会(MCA:Malaysian Chinese Association)及びインド
人系政党のマレイシアインド人会議(MIC:Malaysian Indian Congress)を中心とした連立
与党の国民戦線(Barisan Nasional)が担っている。

これに対し、野党も基本的にはエスニック・グループ別に政党が存在し、有力な野党
としては、マレイ系の汎マレーシア・イスラム党(PAS:Parti Islam SeMalaysia)、国民正
義党(keADILan)、華人系の民主行動党(DAP:Democratic Action Party)などがある。

なお、イデオロギーに基づく政党もあるが、その勢力・社会的影響力は極めて弱い。
マレイシア政治は、常にエスニック・グループを軸にした力学が働いている。基本的

には、マレイ人の世界では、UMNOとPASが対立し、特に、農村においては、その争い
が激しい。華人の世界では、MCAとDAPが都市部を中心に対立している。

マレイシアの選挙は小選挙区制で争われる。ここで特徴的なのは、選挙区のエスニッ
ク・グループ別の人口比によって、マレイ人選挙区、華人選挙区と区別されることであ
る。これは、与党連合BNの立候補者調整の際に重要なファクターである。例えば、華人
選挙区ならばBNは、MCAからの立候補者に一本化させる。1999年選挙の際には、野党
連合のオルタナティフ戦線(Barisan Alternatif)が同様に立候補者の調整を行った。

しかしながら、与党に有利なようにゲリマンダー(gerrymander)が行われている。選挙
の際の議席占有率と得票率の乖離がそれを示している。選挙制度自体は民主的でありつ
つも、このようなゲリマンダーが行われているような点がマレイシアが「半民主制」と
呼ばれるゆえんである。
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３．３　経済

（１） 基本経済指標

（２） マレーシア経済の特徴
マレイシア経済の特徴は、①一次産品経済と工業化との併存で開発が始まったこと、

②外資を積極的に活用、③エスニック・グループ間の経済格差是正という政治・経済的
目標の枠組みの中で工業化政策を達成しなくてはならない、という３点に集約できる。
つまり、マレイシアの開発と工業化は、豊富な天然資源に輸出を支えられつつも、他の
開発途上国とは異なり、外資を積極的に誘致し、輸出指向型の経済のうえに成り立って
いるが、各エスニック・グループ間の経済的調和という政治的・社会的課題を抱えてい
る。この点を今後のマレイシア経済の制約要因となるという見方もある。

このエスニック問題の観点から、１９６９年の総選挙の結果をきっかけに発生したマ
レイ系と華人系の衝突事件（５・１３事件）を受け、マレイシアの経済政策の支柱をな
す新経済政策(NEP: New Economic Plan、１９７０?１９９０、５年おきに策定)が策定さ
れた。

NEPは、経済的に立ち後れているマレイ系の近代的な商工業部門への移動、エスニッ
ク・グループ間の資本保有比率の再編（１９９０年までにマレイ系３０％、非マレイ系
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４０％、外国資３０％）という観点からエスニック・グループ相互間の経済的格差を是
正しようという政策である。また、同時期にマレイ系を中心とするブミプトラを教育等
の社会的な側面で他のエスニック・グループよりも優遇するという「ブミプトラ政策」
が実施された。

NEPの実施期間は、マレイシアが工業化を達成した期間と重なっており、マレイシア
の経済発展は新経済政策に支えられていたと言える。

（３） マレイシア経済の成長過程
19世紀からのイギリス植民地統治時代、スズと天然ゴムを中心とした一次産品に依存

した経済構造が形成された。

１）１９６０年代?輸入代替工業化期
マレイシアは、独立後、他の途上国と同様に輸入代替工業化の道を歩み、レッセ･

フェ-ルに基づく経済であった。。しかしながら、マレイシアの輸入代替の主眼は、他
の途上国が工業品の国産化によって外貨の流出を防ごうというものではなく、雇用の
吸収という点に集約される。アメリカ、イギリスを中心とした企業が家電、自動車の
組立、化学品、食品等への投資を行った。

しかし、人口の少ないマレイシアでは、国内市場が狭いため、１９６０年代末には
輸入代替工業化の限界に直面した。そのため、失業問題が深刻化し、労働集約的な産
業の発展が必要となった。

２）１９７０年代?第一次輸出志向型工業化
１９７０年代に入ると輸出を奨励する諸法律・措置が制定（投資奨励法、自由貿易

地域法、電子産業特別奨励措置、保税工場制度）され、労働集約型の輸出志向産業発
展のための基盤が整備された。１９７０年代からは、レッセ・フェールの経済から、
政府主導型経済へとパラダイム転換がおこった。

このうち、特に重要なのは、ペナン等を中心とした自由貿易地域（FTZ: Free Trade 
Zone）である。その狙いは、雇用規模の大きい輸出を専門とする外資系企業の誘致で
あった。電子部品、合成繊維の外資系を中心にＦＴＺに進出し、特に、半導体・ＩＣ
産業の発展はめざましいものがあった。１９７０年代には、マレイシアは、日本、ア
メリカについで、世界第３位の半導体輸出国となった。ただし、一方で依然として、
石油・パームオイル・木材といった一次産業への依存度は高く、輸出全体の約８０％
を占めていた。

全体としては、１９７０年代のマレイシア経済は、高度成長を達成した。また、こ
の間エスニック・グループ間及び産業間の労働力移動が極めて短期間で大きな変化を
見せた。１９７０年の製造業のマレイ系雇用率は２９％に対し華人系は６６％であっ
たが、１９８０年にはマレイ系４０％、華人系５０％となり、その格差は大きく縮ん
だ。
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３）１９８０年代前半?重工業化政策の導入期
１９８１年にマハティール(Datuk Seri Doktor Mahathir bin Mohamed)が首相に就任

し、マレイシア経済の本格的な重化学工業化を推し進めた。従来、重化学工業化に対
し、マレイシアは慎重な態度をとっていた。このような経済政策の転換が成された理
由としては、第一に、１９７０年代の高度成長と一次産品輸出による所得の増大が内
需の拡大を喚起した一方、国内供給基盤が未成熟なため、その所得増はもっぱら輸入
需要という形で、リークしてしまったという経済的理由が挙げられる。第二に、重化
学工業政策をエスニック・グループ間の経済格差是正を掲げるNEPの一環として組み
込み、華人資本が投下されにくい重工業部門を公企業主導でブミプトラ化するという
政治的理由が挙げられる。

重工業化の中心を担ったのは、マレイシア重工業公社（ＨＩＣＯＭ）である。しか
し、ＨＩＣＯＭによる重工業化のための投資は、財政負担が大きく、また、資本財輸
入による対外債務の増大により国際収支が悪化するという結果を招いた。

４）１９８０年代後半?第二次輸出志向型工業化
１９７０年代、１９８０年代と好調なパフォーマンスを見せたマレイシア経済であ

ったが、１９８０年前半に一次産品の国際価格が下落し、１９８５年、８５年には不
況に陥り、マイナス成長を記録した。

それを受け策定された第五次マレイシア計画（１９８６年?１９９０年）、工業化マ
スタープランにおいて、「外向きの工業化」という考え方が提示され、工業品輸出構
造の多様化・高度化が目指された（第二次輸出志向型工業化）。

この期間、マレイシアは、外資による積極的な投資と華人企業も含む国内民間資本
投資を重視した。その精神は、投資促進法に具体化され、一定の産業に対する外資
１００％出資、新経済政策に基づく工業調整法で企業に義務づけられたブミプトラ雇
用及び資本比率の緩和を中心とした他の途上国には見られない大胆な政策が採られ
た。外資規制の緩和により、ＦＴＺに進出しなくてもそれと同様の恩恵を享受でき、
外国企業の投資マインドを高めたといえる。また、工業調整法の緩和は、一時的にせ
よ、１９７０年以来マレイシア政府が一貫して重視してきた新経済政策及びブミプト
ラ政策よりも、投資の活性化を重視するという方針が明確化した。

一連の投資活性化政策と同時期に、１９８５年のプラザ合意による円高傾向、台
湾・韓国の為替レート高傾向により、日本及びアジアNIESからのマレイシアに対する
輸出志向型の投資が急増した（年間投資認可額の推移：１９８０年代前半４億リンギ
ット、１９９０年６２億リンギット）。

以上のような急増する外資を活かし、マレイシアは１９８８年から１９９６年にか
け、年率８％台の高成長率を記録した。この間、マレイシアの産業構造は劇的に変化
し、一次産品依存型経済から工業品輸出型経済へと転換した。

５）２０２０年までに先進国入りを目指すビジョン２０２０(Wawasan 2020)
以上のようにマレイシア経済は、新経済政策実施以降、良好なパフォーマンスを見

せた。しかしながら、急激な経済発展のため、人材不足、技術移転の遅れ、経営など
ソフト面の不足といった新たな問題が生じてきた。この問題を解決し、２０２０年ま
でに先進国入りを目指そうと「ビジョン２０２０」がマハティール首相により提唱さ
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れた。
「ビジョン２０２０」は変容する産業社会をさらに高度化、深化することが主たる

目的である。具体的には、生産性主導の成長政策、産業内のリンケージ、ソフト分
野・情報産業を中心としたハイテク産業の開発、といった内容である。このうち、情
報産業については、最先端技術やハイテク設備を集約し、新行政都市プトラジャヤ、
高度情報都市サイバージャヤ、新国際空港を拠点としたマルチメディア・スーパー・
コリドー（MSC）構想が推し進められている。

６）アジア通貨危機
１９９７年７月のタイ・バーツ下落を発端に始まったアジア通貨危機により、極め

て良好であったマレイシア経済も足踏みを余儀なくされた。リンギットの対米レート
は１９９７年の年初と年末で５３％下落し、株価も５２％下落した。また、不動産部
門・非生産部門は大きな打撃を受けた。タイ、韓国、インドネシア等がIMFの支援を
受けるなか、マレイシアは緊縮財政、金融システム改革等の政策を打ち出し、
１９９８年９月には固定相場制に移行した。

１９９９年第３四半期の実質ＧＤＰ成長率は、８．１％を記録し、２０００年は年
率１％の成長が見込まれ、マレイシア経済は回復基調にある。

３．４　我が国の政府開発援助とマレイシア

（１） 基本政策
我が国のマレイシアに対する政府開発援助は、以下の４点を基本として実施されてい

る。第一に、マレイシアがわが国と経済面で密接な相互依存関係を有し、我が国にとっ
て政治・経済にわたり重要な存在であること、第二に、マレイシアは労働倫理・経営哲
学を我が国や韓国に学ぶという「東方政策（ルック・イースト）」を国策として掲げて
おり、我が国との関係はきわめて良好であること、第三に、１９８０年代の急激な経済
発展に伴い、環境・貧富の格差等様々な問題が顕在化していること、第四に、アジア経
済危機による経済困難を経験しているマレイシアは、為替管理措置・固定相場制を導入
しつつ、積極財政による景気刺激策、不良債権処理といった改革により困難の克服を図
っているが、一層の経済回復努力を支援する必要があること、という観点から我が国は
援助を実施している。

なお、近年、産業構造の高度かに伴い、我が国に対する技術移転の要望が強く、また、
「サイバー･ジャヤ」「マルチメディア・スーパー・コリドー」計画を中心とした情報産業
に力を注いでいる点に留意する。

現在、１９９３年の経済協力総合調査団、その後の政策協議等のマレイシアとの対話
を通じ、①環境保全、②貧困撲滅と地域振興、③人材及び中小企業の育成の３分野を重
点分野としている。また、さらに、１９９７年の対マレイシア援助技術協力政策協議に
おいて、マレイシア側より、科学技術、情報技術、人材育成、環境の４分野を重点分野
とする提示があったが、我が国としては、科学技術・情報技術は人材育成・中尭企業育
成の観点から協力を行うなどの再検討を要する旨の回答をしている。
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（２） 援助形態
まず、有償資金協力は、経済インフラ整備を中心に行っていた。マレイシアの一人あ

たりGNPが我が国の円借款基準を上回ったため、１９９４年度を最後に円借款を「卒業」
し、その後は例外的に行うこととしていた。しかしながら、アジア経済危機による経済
困難を背景に、留学生援助やプロジェクト案件の要請を受け、１９９８年に政府調査団
を派遣した。その結果、留学生プログラムや高等教育円借款基金計画等をはじめとして
総額1,076億9,500万円の円借款を供与する旨の支援会合の署名が行われた。円借款を例
外的に行う趣旨としては、「急速な経済成長に伴って生じた歪みの是正」への協力が挙
げられている。具体的には、「環境改善」、「貧困撲滅・所得間格差是正」、「中小企業育
成」、「人材育成」といった分野がある。

次に、無償資金協力は、原則、文化無償及び草の根無償のみを実施している。アジア
経済危機に対する支援としては、マレイシア政府派遣留学事業を継続させるために緊急
無償援助(約4億5,000万円)を１９９７年度に実施している。

最後に、技術協力は、マレイシアの経済発展の結果、農林水産、鉱工業、医療等の分
野の人造りに加えて、環境や産業育成支援といった比較的高度な協力の割合が高い。ア
ジア経済危機への対応としては、「日・ASEAN総合人材育成プログラム」に基づいた人
材育成分野への協力を行っている。開発調査については、従来はエネルギー、都市整備、
治水計画、工業化計画といった社会・経済インフラを中心に実施していたが、近年は従
来のシステムを改善する案件や地域格差是正に資する公共性の高い案件も積極的に実施
している。

なお、マレイシアの「援助国化」に向けた南南協力のための支援も実施している。

３．５　サラワク州の概要

（１） サラワクの一般事情
１）サラワクの人口と面積

サラワクは１９９９年現在２百万強の人口を有し、マレイシア全体の約一割を占め
るに過ぎないがその面積は１２４，４４９平方キロメートルであり、マレイシア全体
の３７．４％を占めており、人口密度は極めて低い。１９７０年から現在に至るまで
の年間平均人口増加率は約２％であるが、１９９９年の人口は１９７０年との比較で
３０年間で約倍増していることを示している。マレイシア全体で見られる現象である
が、ここ２０年間において都市部の人口が増加しているのに対して反比例的に農村部
の人口は年々減少している。サラワクについていえば、１９８０年の農村部の人口比
率が８２％だったものが、2000年には約５０％と予測されており、都市部への人口流
入が非常に顕著であることを示す。

２）GDP成長率
１９８０年以来のマレイシア全体のGDP成長率は１９９８年は経済危機によりマイ

ナス６．７％と急激な低下を示したが、過去２０年間で年率約７％台のGDP成長率を
示している。サラワクは１９９５年と１９９６年に１１％台の高いGDP成長率を示し
たが、ここ２０年間では約４～５％台のGDP成長率で経過してきており、また近年の
経済危機の影響も半島部ほど大きくなく、サラワク経済の絶対的規模は未だ小さいが、
順調な成長の過程をたどって来ていると言える.
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３）世帯別収入および支出
サラワクの一世帯当たりの家族数は１９７０年から１９９１にかけては５人前後

で、この数字はマレイシア全体のそれと余り変わらない。ただ特徴的なことは、都市
部の世帯別収入と農村部のそれとはサラワクを含む東部マレイシアでは非常に大きい
事である。世帯別支出においてもサラワクの農村部のそれは都市部との比較では非常
に低くその格差は非常に大きい。このように、サラワクにおいて、都市部と農村部と
の間の経済格差は未だに大きく存在する。

４）教育・保健衛生
農村社会経済調査の重要な分析要因とし挙げられる、教育・保健衛生については、

サラワクは、小学校、中等教育機関、職業訓練施設等はその数は１９８０年以来着実
に増加してきており、生徒数も順調な伸びを示している。一方、病院、診療所等の保
健衛生施設及び医師、看護婦、助産婦等の数も順調な伸びを示しており、サラワクの
社会環境は年々改善されて来ていると言える。サラワクの少数民族については今次調
査においては、本件太陽光エネルギー利用による電化を図るサラワクの遠隔地にある
候補地域での調査は出来ず、これら候補地域に居住する住民の村落社会経済調査は今
後の課題となるが、上記のようにサラワク全体の社会経済的環境は開発途上国として
は非常に良好に整備されつつあると言える。この中で、サラワクの遠隔地に住む少数
民族が置かれている社会的経済的環境は未だ非常に劣っており、本件太陽光エネルギ
ー利用によるPVシステムは保健・衛生等生活インフラの整備のためにも大きな意義を
有している。

（２） 今次調査の総括
１）マレイシアの電化率（都市部と農村部との格差）

今次プロジェクト形成調査においてはプロジェクト候補地が未定のため対象地域の
農村社会経済調査は出来なかったが、サラワクの未電化村での調査及びサラワク州政
府関係機関及びUNIMAS（サラワク・マレイシア大学）、サラワク博物館等において
多くの情報・資料を入手する事が出来、所期の目的は達成できたと考える。サラワク
の遠隔地の電化は、上述のようにサラワクはマレイシアの三分の一以上の広大な面積
を占めているのに対し、その人口は約２百万人と、人口分布は特に農村部においては
希薄であり、更に、サラワクの遠隔地における人口分布は一層分散的であると考えら
れる。このため、サラワクの農村部の電化率は未だに低い。１９９５年時点の‘電力
供給を受ける人口の割合’についての比較は以下の通りである。
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1999時点でのサラワクの農村部の電化率は約７０％とやや向上しているが、遠隔地
の電化は未電化のままの状態である。これは、これら遠隔地へのアクセスが極めて悪
いことと、遠隔地の居住家屋の分布が非常に分散的でグリッドによる電化は今後２０
～３０年位の時間を要するもと考えられる。

２）PVシステムの導入とその運営維持管理
上述のようにグリッドによる電化が極めて困難なサラワクの遠隔地へのPVシステム

の導入は、小水力発電や他の再生可能エネルギーの活用等の様々なオプションの中か
らの選択としては、妥当な選択であると考えられる。社会経済的観点からもサラワク
の遠隔地が未電化地帯であるがための社会インフラがサラワクの一般農村部との比較
でも大きな格差があることは容易に考えられ、中進国といわれるマレイシアが何故こ
のように近代文明から取り残されている地域を未だに残存しているのか不思議に思う
程であり、社会経済的には遠隔地のPVシステムによる電化事業は、地元住民の民生向
上に大きく貢献すると考えられる所からその妥当性は充分に立証できると考えられ
る。

しかし、PVシステムの上記遠隔地への導入については、以下の事項に充分な配慮が
必要であると考えられる。

第一に、農村開発省によれば、当面電気料金の徴収は地元住民からは行わないとし
ているが、維持管理費等なんらかの経費負担が地元住民に課されることもあるので、
PVシステム導入についての地元住民のコンセンサスを取りつけておく必要があると考
えられる。

第二に、PVシステムの維持管理には地元住民の支援が必要であり、そのためには地
域住民の社会経済的調査を実際に対象候補地を訪れ、将来PVシステムの維持管理に参
画出来る人材がいるかどうか人的資源開発の視点等から‘生’の情報を調査する必要
がある。これらの情報に基づいて始めてPVシステムの運営維持管理が可能か否かの判
断が出来る。
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３）遠隔地の地域住民についての情報のリソース
サラワク遠隔地の地域住民の「組織」（伝統的なものも含め）、及び保健、教育、融

資等の行政サービスを地域住民に及ぼしている「制度」等についての「現地の情報」
を充分に調査する必要がある。これらの「生」の情報はサラワク州政府から得る情報
資料には見出せない。

しかし、UNIMAS（サラワク大学）及びサラワク博物館には、サラワクの少数民族
についてのノウハウを有する研究陣（外国人学者を含む）が居り、将来の調査におい
ては、これらの学者グループからの学術的アドバイスを求める必要がある。

（３） サラワクの農村社会経済に係わる関連資料
１）行政組織
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２）人口の推移
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３）行政単位毎の面積・人口等
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４）都市部・農村部の人口比較

５）ＧＤＰ成長率
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６）セクター別ＧＤＰ

７）サラワクの主たる産業
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８）主たる輸出品目

９）教育及び訓練

１０）開発予算
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１１） 世帯別収入・支出
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第５章　太陽光発電を中心とした再生可能エネルギー利用の現状

５．１　マレイシアにおける再生可能エネルギー利用

（１） 再生可能エネルギーの範囲
再生可能エネルギーの範囲はこれを扱う目的によって異なるが、通常は石油危機以降

の新エネルギーという意味を持っているため従来型の水力発電は含まれない。マレイシ
アは電源構成の基本政策として「Four fuel diversification policy」を掲げている。 Four 
fuelとは、石油、ガス、水力、石炭を指し、従来型の水力は既存エネルギーに含まれる。
これらの比率を表５－１に示す。同表中「その他」が太陽、バイオマスなどの再生可能
エネルギーを含んでいる。

今回の調査は、送電線が敷設できないような僻地の電化対策が問題点であるので、こ
の面からも大容量の送電線があって初めて利用ができる従来型水力発電は考慮外とす
る。またマレイシアの地形から見て、砂漠のように1箇所にまとまった敷地を必要とす
る太陽熱発電も除外する。したがってここに言う再生可能エネルギーは、太陽光発電、
ミニ／マイクロ水力発電、風力発電、バイオマス発電とする。再生可能エネルギーにつ
いては前提条件を無視して議論しがちなため思考に混乱が生じやすいのでここで一応の
範囲を明確にする。

（２） 再生可能エネルギー利用の現状と利用可能性
マレイシアの再生可能エネルギー利用発電は件数上は僻地電化のための太陽光発電が

一番で、容量上はバイオマス燃焼コジェネが一番である。ミニ／マイクロ水力および風
力発電は見るべきものがない。将来の可能性が一応具体的に予想できるのは太陽光発電
であると見られる。その理由は太陽光発電が第6次および第7次マレイシア5ヶ年計画の
公共投資計画において村落電化予算が確立されており、これを利用して太陽光発電の実
績が積まれていること、その実施をMinistry of Rural Development of Malaysia (MRD)が
直轄して担当していること、このような政策がMinistry of Energy, Communication and 
Multimedia (MECM) およびMRDによれば第8次マレイシア5ヶ年計画（2001～2005）で
も継続されるようであることである。

バイオマス利用はオランダ政府が推進する「EC-ASEAN COGEN」計画により、パー
ム油絞り滓、籾殻、木屑などを直接燃焼し、蒸気タービン発電の電力と熱を併給する産
業用コジェネが補助金を受けて建設されている。第7次マレイシア5ヶ年計画によれば、
バイオマスエネルギー消費は1995年132.3PJから2000年124.2PJに減少し（1 Petajoule (PJ) 
= 1000 Terajoule (TJ) = 23.88 ktoe）、その理由はバイオマスよりクリーンであるガス・電
気に置換されるという。ここにいうバイオマスエネルギー消費は燃料として産業用に使
用することである。家庭用のバイオマス利用量は把握されていない。要するに産業用熱
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源として安くて使いやすいガスやGrid電力に傾くということであろう。バイオマスを含
まない1次エネルギー供給は1995年1,348PJ、2000年1,908PJであるのでバイオマスは無視
できない量であるが、電力変換の実績が上がらないのも事実である。「EC-ASEAN 
COGEN」計画はこの問題に対処するのが主旨であろう。世界の経験からはこの種のバ
イオマス電力はコスト高と使い難さから、Grid電力供給が普及されれば市場原理で消え
行くケースが少なくないが、ECの推進計画に左右されうるという点でも将来の可能性の
予測は難しい。

ミニ／マイクロ水力発電については、MECMおよびMRDによれば建設例が僅かにあ
るものの、水利権調整、計画不良による水量不足、取水管理不良などのため実用化され
ているとはいえない。風力発電は、１，０００ｋWクラスが実用化されている世界の現
状で、半島においてTNB電力研究所が１５０ｋWの風力発電のパイロットを運転してい
る程度で見るべきものはない。

このように太陽光発電のみが高コストにも拘わらず、比較的使い勝手がよいため実用
化の中心になるというのは世界的な傾向で、マレイシアに限ったことではない。太陽光
発電以外の再生可能エネルギーがオイルショック後の世界的な開発努力にも拘わらず世
界的になかなか実用化されないのは、要するに高い発電コストと使い勝手の悪さに帰結
する。マレイシアでも例外ではない。

（３） 再生可能エネルギー利用に係る導入促進政策及び制度
電源構成の基本政策である「Four fuel diversification policy」の石油、ガス、水力、石

炭に次いで、「再生可能エネルギー」を2001年から始まる第８次5ヶ年計画では第５番目
のfuelとして位置付ける旨今回の要請書案に述べられているが、EPU,MECM,MRDとも
これの素案も概略数値案も持ち合わせないのが現状である。
補助金を市場原理を通じて利用させるというような制度としては前述のオランダ政府が
推進する「EC-ASEAN COGEN」計画がある。その概要は後述する。

しかしながら、農村電化政策は明確であり、その中で結果的に太陽光発電が再生可能
エネルギー利用促進策となっている。隔地村落電化は半島では殆ど実施済みであるため、
主にサラワク州とサバ州に焦点を当てている。基本的な政策は、(�)州レベルの電気事
業者が商業ベースで州の配電網の拡張として実施する電化（ここではA型とする）、(�)
州レベルの電気事業者が商業ベースで州の配電網の拡張として実施できないため連邦予
算で連邦政府（担当はMRD）が直轄事業としてディーゼル発電設備またはミニ／マイク
ロ水力発電設備により局地独立型のミニ配電網を建設し、運転保守費をつけて州レベル
の電気事業者に無償譲渡し、電気事業者の営業体系に組み込ませる電化（ここではB型
とする）、(�)州レベルの電気事業者が商業ベースで州の配電網の拡張として実施できな
いため建屋または家庭単位の独立型太陽光発電設備を連邦予算で連邦政府（担当はMRD）
が直轄事業として設置し、州レベルの電気事業者ではなく住民に無償譲渡し、住民から
電気の対価は一切徴収せず、維持は連邦予算で連邦政府（担当はMRD）が直轄事業とし
て行う形の電化（ここではC型とする）、の３カテゴリーに分かれている。上記のB型及
びC型の農村電化方法は5年乃至は10年程度はA型の電化ができそうも無い地域を選び、
可能ならば設備を他の未電化地区に順送りする（まだ実績はない）という政策とのこと
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である。立地基準は基本的に住民要請主義で、実態は地方政治家の意向、部族衡平の観
点で州レベルの選定委員会（住民代表はメンバーではないが）と連邦政府（担当はMRD）
との調整できめられる。このような電化政策は第６次マレイシア５ヶ年計画(１９９０－
１９９５)で立案され半島でパイロットを実施しながら、第７次マレイシア５ヶ年計画
(１９９６－２０００)でサラワク州とサバ州で本格実施化されている。

上記B型とC型を分ける基準は道路条件のみである。B型は４輪駆動車で機材搬入でき
る地区で、その距離は問題としない。C型は４輪駆動車を以ってしてもB型の機材が搬入
できない地区で、その距離は問題としない。C型での機材搬入は人夫とボート、ヘリコ
プターの併用である。

MRDは政府が地方村落を電化する責任として太陽光発電設置を直轄事業としていると
主張しており、再生可能エネルギー利用政策としては位置付けていない。

１）太陽光発電の利用状況
表５－２に利用状況の概要を示す。
マレイシア政府自身の公共投資により着実に実施されている。NEDOのプロジェク

トが1件の規模では破格の大きさである。

２）バイオマス発電の利用状況
「EC-ASEAN COGEN Programme (COGEN)」という名称で AEEMTRC（ASEAN-EC 

Energy Management Training Centre） と RWEDP（ Regional Wood Energy 
Development Programme）が共催で進めているバイオマスプロジェクトにより建設さ
れているものである。表５－３に利用状況の概要を示す。

EC-ASEAN COGEN計画はパイロットサイズではなく「Full Size」を補助する主旨で
ある。燃料であるバイオマス所要量が安定的に利用場所（発電所）で発生することが
バイオマス利用の必須条件であるが、この点で問題はないと見られる。経済比較は
Grid電力ではなくディーゼル燃料と比較している。
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（４） 各国援助プロジェクト
１）概況

EPUでの聴取では太陽光発電ではNEDOがMECMをカウンターパートとして実施し
た１００ｋW太陽光発電のみであるとのことであったが、散在情報によれば、サラワ
ク州で１９９０年に実施したベルギー政府の１８ｋW×２基の太陽光発電、森林省が
西オーストラリア政府機関から供与された小容量の太陽光発電パイロット設備などが
知られている。マレイシア国としてまとめて把握はしていない様子である。規模の上
からは注目すべきものはR&D目的ではあるがNEDOの１００ｋWのみとEPUが判断し
ているということであろう。また他の多くの途上国とは違って、外国からの援助資金
を自国の予算の内数として集中管理する必要上情報を一元化して把握するというよう
な必要がないものとも思われる。

ここに今回MECMから提案された要請案の背景を理解する参考になると思われる外
国機関とマレイシア国との再生可能エネルギーを巡る関係について下記に概説する。

２）WSP（World Solar Programme）
WSPは今回のMECMの要請書案に参照されているので一応の国際情勢を述べてお

く。
これはUNESCOが気候変動のリオサミット宣言を参照して（UNFCCC－国連気候変

動枠組条約－事務局が頼んだわけではないが）太陽エネルギーの普及を図るため1995
年に世界に呼びかけて作ったものである。1996ジンバブエのハラレでキックオフがさ
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れたが、「既に20年以上も先進諸国が国際開発・普及フレームで活動しているのに今
更international bureaucracyで国連事務局費用の無駄使いは止めて欲しい」、という影
の声が当初から強かった。COMMISSIONメンバー国は表５－４に示すように当初か
ら太陽開発先進国は殆ど入っておらず、現在も発足当初と入れ代わっており、アジア
に協力的なオーストラリアも脱退している。日本は傍観の立場のようである。本調査
団のマレイシア日本大使館での打ち合わせでも日本（通産省）はそのような立場であ
るように感じられた。

その後マレイシア国マハティール首相がメンバーになっており、同国の太陽エネル
ギー優先策は；

・太陽－ミニハイドロによる村落電化、
・再生可能エネルギーのR&D、
・新・再生可能エネルギーの商業化、
・’National Energy Centre’を設立し新・再生可能エネルギーを主要業務の一つと

する、
・新・再生可能エネルギーの教育・訓練、
・再生可能エネルギー政策のマスタープラン作り、

であると宣言している。（UNESCO資料より）

MECMの今回の要請書案はまさしくこれらを盛ったものである。
WSPは資金を調達するメカニズムを持っているわけではなく、各国に推進予算を確

保すること、「バイ」で個別に国際協力を得ること、国際機関も利用することなどを
宣言している。この点も「いまさらUNESCOが会議をやらなくても分かっている」と
いう点で不人気の原因ともなっているようである。但し批判する向きは国連事務局の
無駄使いには協力し兼ねるという主旨であって、太陽エネルギー普及に異を唱えるも
のではない。
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３）EC-ASEAN COGENプログラム
このプログラムの目的は、実証済技術を実機規模で実施し技術的信頼性と経済性を

潜在ユーザーに示すもので、ECの機器メーカーとASEANのユーザーが協力してバイ
オマスコジェネの実機規模のデモンストレーションプラントを建設して、訓練、モニ
ターを実施し、データベース、情報提供など（無償）を通じて商機の増加を図る、と
いうものである。

このプログラムで現在US$ 100 million以上の実施が見込まれているという。
主な実施済実績は前記表５－３に示すとおりである。（EC資料）

このプログラムを利用する場合は；ECとEC-ASEAN（提携）機器の課税前価格の
１５％を上限とする補助が受けられ、ASEANまたはECでの訓練が受けられる一方、
独立機関の評価を受けねばならない。

運営組織は、ECとASEANの経済協力計画に基づきタイ国バンコクに本拠を置く
Asian Institute of Technology (AIT)によって行われている。ジャカルタに本拠を置く
AEEMTRC（ASEAN-EC Energy Management Training and Research Centre）とオラン
ダ政府が資金負担をしているバンコクのRWEDP(FAO Regional Wood Energy 
Development Programme in Asia)がこれに協力している。EC側がECメーカーとマレイ
シアのEC関連会社のリストを公表し、受注の世話をするという極めて現実的なもので
ある。

マレイシア側のカウンターパートはStandards and Industrial Research Institute of 
Malaysia (SIRIM)となっている。
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４）その他
UNFCCC（国連気候変動枠組条約）：加盟各国の実質的担当部署は、先進国は概ね

エネルギー政策部署であるが、マレイシアは気象庁（Malaysia Meteorological Service）
が担当している。GHG（Green House Gas）の分析が当面の課題だからであろう。
GEF/UNDPの援助がGHGインベントリー整備について出されており、中国などには
同種資金がUNFCCC関連援助として隔地電化に出されているのとは事情が異なる。し
かし最近はマレイシアのUNFCCC国際活動にMECMも重要な地位を占めようとしてい
る（MECM Rajan局長談）。

UNFCCCの先進国と途上国の対立構造のなかで、途上国のリーダーを自任するマレ
イシアのエネルギー政策部署として今後は再生可能エネルギー問題を把握しておく必
要もあるであろう。

GEF（Global Environmental Facilities）：UNFCCC設立に伴い先進国が拠出した基
金で最初の3年でUS$２Billionが集められ、現在は次の3年に入っている。基本的に途
上国を「環境対策をするための余分なコスト（incremental cost）を補助する」のが使
用条件で、GEFでの再生可能エネルギーは、UNFCCCにおける4つのfocal areaのうち

「気候変動」に入れられている。太陽光発電を使えば気候変動防止に役立つという構造
である。GEFの７５％は事実上世銀の環境部門が握っており、GEF大口出資国の日本
からは非常に遠い存在である。マレイシアでの利用は上述のGHGインベントリー分析
などにUS$１M足らず（UNFCCC資料）、省エネにUS$７M（PTM談）などである。再
生可能エネルギーにも使いうるがGEF側の審査と希望国の優先度の兼ね合いで決まる
ので余りチャンスはないのではないかと見られる。

世界銀行：現在は事実上融資対象国となっていない。ここ10年間マレイシアに関す
るSAR（Staff Appraisal Report）は出ていない。世銀のASTAE（THE ASIA 
ALTERNATIVE ENERGYUNIT）の報告書に南南協力の一環としてラオスをマレイシ
アTNBがDSM政策の指導をした（1995）という記録がある。

AusAID：1992年のマレイシアとの援助卒業協定に伴い援助は終了に向かっている。
2国間援助プロジェクトは1997を以って終了し、すべての援助は2001年に終結する。
それ以降はAPECとASEAN地域プログラムで支援する（AusAID資料）。サラワクの森
林省へのCASEによる太陽光発電設備乃至は技術援助もこのAusAID扱いである。

NEDO：NEDOは新エネルギーのR&D機関であるので、国際共同研究プロジェクト
として設備は日本が所有権を留保しつつ数年間の研究を相手国と共同で実施するのが
基本形態である。相手国の研究員人件費、経費などは相手国負担である。サバ州の
100kWシステムのカウンターパートはMECMである。発電が伴う場合は副次的効果と
して住民が使用するケースもある。表５－２のサバ州の100kWシステムは近所の住民
用が利用しているが、そのためだけを考えれば大きな容量である。社会開発が主旨で
はないからである。管理責任はMECMであってMRDではない。
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５）マレイシア国内の関係機関（EPU, MECM, MRDなどの政府部署以外）
PTM（マレイシアエネルギーセンター）：MECM管轄の独立非営利機関で1998年5

月発足した。この機関の機能はcoordinationである。 大きなプロジェクトとしては産
業の省エネプロジェクトで、総予算US$ 20.8百万（RM79百万）でUNDP（GEF）が
RM29M、マレイシア政府がRM30M、民間がRM2０Mを分担する。この民間RM2０M
はMalaysian Electricity Trust Fund（IPPの収入の1％から拠出）から出している。企業
からデモプラ提案を募集して補助金を付ける事業も含まれている。日本からはJETRO、
NEDO、省エネセンター、エネ研から省エネ案件で補助を受けている。現在大きな再
生可能エネルギープロジェクトはないが、PVの系統連系研究をTNB研究所と実施する
契約をした。PTMは日本のIEEJ（（財）エネ研）、ECCJ(省エネセンター)、NEDOの3
者を総合したような機能を持たせるのが目標であるという（PTM訪問面談）。

SIRIM（Standards and Industrial Research Institute of Malaysia）：SIRIMは元は
GOVのAgency（環境科学省の管轄下）で、品質保証業務などを行っていたが1996-6に
100%財務省出資の会社となった。国立機関として22年間のR&D推進実績がある。業務
は大別して3つで、産業分野を担当している。

・R&D－新素材、環境・エネルギー
・エンジニアリングサービス－
・品質保証－32種
運営資金は官民50/50、官にはJICA、デンマークのCleaner Technologyなどの外部援

助費を含む。前出のEC-ASEAN COGENプロジェクトのカウンターパートである。産
業用コジェネという接点で再生可能エネルギーと関係している。この機関でも省エネ
ルギープロジェクトを持っている。

TNB R&D(TENAGA NASIONAL RESEARCH AND DEVELOPMENT SDN. BHD.)：
電力事業に関する独立の研究所。PTM設立検討書はこの機関が作成した。Public 
acceptance法規案作成もしている。過去にJICAプログラムでＰＶの勉強に日本に3カ月
研究者を派遣したことがある。GISシステムは環境エネルギー問題に有効であるとの
狙いで、リモートセンシング技術の利用を進めている。Resource management, 送電線
ルート検討、森林管理、oil spill 監視、Emission monitor に利用しようとしている。オ
ーストラリアCSIROとも交流している。

大学：マレイシアの大学の機能は日本とはかなり異なる。技術開発における大学の
役割は自発的にまたは産業からの依頼を受けて技術開発プロジェクトに必要な学外の
人材のトレーニングおよび技術開を実施することにある。例えばサラワク大学では、
費用は環境省（MoSTE）持ちで、既設Batangai 水力発電所の改良案作成を
IBEC(Institute of Biodiversity Environment conservation of UNIMAS)と共同で行ってい
る。またシリコンウエハー製造技術に必要な学外の人材のトレーニングも行っている。
サラワク大学のPVに関するものとしては、Bareo地区（サラワク東端観光地）に設置
するパイロット通信設備用電源をPVでまかなうべく検討しているという。研究資金と
しては本年カナダ政府の資金がRM600,000ついている（サラワク大学通信科打ち合わ
せ）。
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前記NEDOの10kW及び100kWシステムはサバ大学が参加しており、10kWシステム
は同大学に移管される予定になっている。

MECMの要請案の協力機関に大学が羅列されているのはマレイシアの大学に上記の
ような機能を期待しているからである（MECM Rajan局長談）。

Contractors：Projass、FIVE-H、EC系の現地企業
Projass社（Projass Enercop Sdn. Bhd.）：MRD直轄工事である隔地用太陽光発電設

備の供給と設置を一手に引き受けている会社である。Subangに本社がある。1985年に
設立され、BPソーラー社が４９％出資しているが、PV専業の会社ではない。従業員
は全社で400（サラワク12名：PVのみ、サバ40名のうち12名はPV）、隔地用太陽光発
電設備 でRM10～12M/年の売上がある。隔地用太陽光発電設備 は5ヵ年一括契約で単
年度毎に承認される。この会社はオーストラリアのBPソーラーの工場から太陽電池セ
ルを輸入してモジュール化する準備をしているとのことである（MRD、Projassの
Sales Manager面談）。

FIVE-H社（FIVE-H ASSOCIATES SDN. BHD）：Subangに本社がある。MRDにサラ
ワク、サバから上がってくる隔地用太陽光発電設備設置希望の評価をしてMRDに提出
する仕事を一手に引き受けている。設置後の年1回の定期巡回サービス業務も担当し
ている。保守部品はこの会社からMRD予算でProjass社に発注される（MRD面談）。

EC系の現地製造会社：太陽光発電と関係ないので社名、内容は省略するが、前記
EC-COGEN実機デモンストレーション計画で指定業者のような地位を持っている。

気象庁（Malaysia Meteorological Service）：日照データ、気温などの太陽光発電計
画用のデータはこの政府部署から提供される。マレイシアの基本的日照データは
NEDOが気象協会に委託して整理したデータ集に採録されており、NEDOが（社）海
外電力調査会に委託した現地調査にはサラワクのデータが、サバのシステムの成果報
告書にはサバのデータが採録されているので今回の調査ではこの気象庁接触しなかっ
た。
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５．２　サラワク州における再生可能エネルギー利用

（１） 再生可能エネルギー利用の現状と利用可能性
前記した如く連邦レベルの農村電化政策の結果として第7次マレイシア5ヶ年計画に沿

って１９９６年から太陽光発電が本格利用されている。ただし太陽光発電を利用する前
記C型の農村電化は連邦政府直轄事業となっているので、サラワク州営の独占電気事業
者であるSESCOは蚊帳の外となっている。第7次マレイシア5ヶ年計画に沿って１９９６
年から太陽光発電が本格利用される以前は、SESCO自身が電気事業者の責任としてディ
ーゼル発電機と小規模であるが太陽光発電による農村電化を実施して来たが、現在は前
記A型の商業ベースの配電網拡張に注力している。

サラワク州の第7次マレイシア5ヶ年計画（１９９６－２０００）の農村電化の連邦予
算はRM ２１８．５百万で、前記A、B、C型に夫々７０％、１０％、２０％が充てられ
概ね計画通りに進捗しているとのことである。A型電化は連邦予算を使用して単年度契
約で地元クチンの配電業者（1社独占のようである）にSESCOが発注する。

B型電化は数そのものが少なくディーゼル発電機１２件、ミニ／マイクロ水力とディ
ーゼル発電機とのハイブリッドが２件で、このB型の取り扱いに付いては連邦のMRDと
サラワク州の電気事業者であるSESCOとでは現状認識が些か異なっている。即ち、
MRDは維持費付きで設備をSESCOに移転したと主張するのに対し、SESCOは現在いま
だに移転についての条件を折衝中であり、結論に達していないと主張している。事情は
期待通りの発電量が得られないとか維持に問題があるというようなことに原因があるよ
うである。現在設備は誰がどう運営しているかは明確な情報は得られなかった。

C型即ち太陽光発電による電化は第7次マレイシア5ヶ年計画（１９９６－２０００）
により１２，０００家族を電化するというもので、５ヵ年一括契約でBPソーラーとの合
弁会社「Projass」が契約している。この型の設置状況を図５－１及び表５－５に示す。
実物は見られなかったがが、住居用は８０Wモジュール2枚、２４V-125AHバッテリー、
４００Wの“Full sine wave”インバーターからなり、１１W電灯３個、コンセント１が
付く。表５－６?表５－１０に仕様概要を示す。この型の電化すなわち太陽光発電に関し
ては、SESCOは連邦政府に立地要求を出す委員会のメンバーにはなっているものの、連
邦政府直轄事業扱いでSESCOを素通りして直接住民に供与されるためSESCOは実態を把
握していないし、またその義務も無い。今回の要請と深く関連すると見られるこの型の
電化をめぐってはMRD、SESCO、それに要請書を出してきたMECMの３者の間に下記
の様な見方の相違がある。

MRDの村落開発担当次長クラスの見解は、太陽光発電による隔地電化はサラワク州の
要請に基づいて「FIVE-H」社に評価させた上で、連邦政府予算で直轄工事をしており、
年1回の定期サービスも不定期の事故対策も全てMRDが上記「FIVE-H」社と「Projass」
社にやらせており、電気供給責任をサラワク州の代わりに果たしているというものであ
る。またMRD意見によれば太陽光発電を使わねばならないような隔地は交通上地域的に
孤立しているため、電化したからといって零細地場産業が興るというものではないとい
う。
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SESCOのDirectorレベルの見解は、隔地の太陽光発電による電化はベルギー政府供与
のもの（前記表５－２のNo.1と後述参照）などを参考にして多少は実施し出したが1995
頃からマレイシアMRDに隔地電化の管轄が移ったため、サラワク州の電化委員会を通じ
て電化希望をマレイシア政府に出すが、設置・運営には関与できず実態は把握しにくい。
こうなった背景は分からない、というものである。

MECM のDirectorレベルの見解は、MECMはマレイシアのエネルギー政策の一環とし
て隔地電化予算をMRDに付けるよう推進してきたが、現在のように無償供与をそのまま
続けていて良いものか疑問は持っている。利用実態も必ずしも良く把握されておらず、
具体的に何らかの社会開発効果を目指す政策が必要となっている、というものである。

なお、地点選定手順は選定委員会（SPU,SDO,SESCO,MRD of Sarawak, MRD of 
Malaysiaの５機関で構成）、がMRD of Malaysiaに申請を上げる。各計画の評価は、PV、
GEN-set、ミニハイドロとも「FIVE-H」社１社が担当している。評価のレポートは意思
決定機関であるMRD of Malaysiaに提出される。Rural電化費用は実質的に連邦予算のみ

（SDO,SESCOはほとんどない）である。
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（２） 再生可能エネルギー利用に係る導入促進政策及び制度
前記のとおり連邦レベルの公共工事として農村電化が推進されており、サラワク州レ

ベルの独自のものは無い。SESCO扱いのものとしては多少の独自予算で政治家からの依
頼でディーゼル発電機や太陽光発電設備を設置することもあるとのことであるが、政策
といえるものではない。１９９２に（社）海外電力調査会がNEDOから受託してサラワ
ク州の調査しており、それによれば下記のベルギー供与の太陽光発電設備がパイロット
として稼動しており、WEIDAという会社がこの設備の維持に関わっており、同社が
SESCOに納入した小型の太陽光発電設備がわずかに有り、使用料金も徴収しているとい
うものであった。SESCOの設備担当者に、WEIDAという会社の存在とSESCOが設置し
たという太陽光発電設備の例につき質問したが、この会社の存在は知らず、またSESCO
が設置したという太陽光発電設備は存在しないということであった。隔地の太陽光発電
による電化が１９９５年からマレイシア連邦政府事業となったため記録も責任もないと
いう様子であった。隔地電化政策の状況は１９９２に（社）海外電力調査会がNEDOか
ら受託して行った当時と現在では著しく変わっている。

（３） 各国援助プロジェクト
１）SESCO関係

SESCOによれば下記のベルギー政府供与による太陽光発電設備が２基あるのみであ
る。１基は村落が配電網に接続されたため撤去されている。本調査で１１／２０に現
状を調査した。図５－２に概要を示す。この設備は１９９２に（社）海外電力調査会
がNEDOから受託して調査しており、落雷による被害と対策が紹介されている。

今回の調査結果は下記の通り（1999-11-20）。
・設置場所：EngkakangのLonghouse
・場所の特徴：幹線道路脇でアクセスは良好で、MRDの定義のremoteではない。

7年前設置し、一部の機器は離島の公園などに流用されている（表５－２）。6ヶ月
前にSESCOのState gridに接続した。

残留物はバッテリー小屋と、その中にバッテリー（4端子36+17shunt＋spare1）、イ
ンバーター１、開閉器盤１が放置されていた。

Longhouseは14戸（表現：”doors”）でメーター設置代金は各戸自己負担（RM143、
PV設置時に設置したとのこと。検針表が外壁屋根下に貼ってあったがかなり古くなっ
ていたので7年前設置と思われる。積算値は30～4万ｋWhまでまちまちであった、空
家で最近使い出したところもある。銘板によればブラジルGE製で設置はクチンの中国
系業者）。メーターは各戸に1台設置してある。

PV設備概要：(11/20調査したのは下記のうちの(b))
SESCOによればSESCOの唯一のPV設備ということである。

Project名称：ベルギー政府援助太陽光発電所
設置場所：（ａ） Rumah Saong(Sg.Engkalang Block A)

52 Miles, Kuching-Sri Aman Road(A 18-door longhouse)
（ｂ） Rumah Saong(Sg.Engkalang Block A)

51 Miles, Kuching-Sri Aman Road(A 14-door longhouse)



用途：電灯、TV、冷蔵庫（僅か）
形式：地域独立grid
容量：Block A:18.36 kW－１基（18戸） Block B:17 kW－１基（14戸）
運開：Block A: 28/5/1990 Block B: 14/6/1990
費用：RM 1百万推定
所有と運転はSESCO
設置業者：ベルギーENE（Energies Nouvelles et Environment）

２）Forest Department（森林省）関係
表５－２に示すようにCASE扱いの風力・ディーゼルハイブリッドを含む太陽光発

電が存在する。CASE（The International Centre for Application of Solar Energy）は
UNIDO が再生可能エネルギーを途上国に普及させるために設立したもので資金はオ
ーストラリア連邦政府と西オーストラリア政府が負担し、パースに本拠がある。主目
的は再生可能エネルギー技術の市場普及である。下記にCASE扱いの５件につき概説
する。

i)  太陽－風力－ディーゼルハイブリッド
（Samunsan自然保護区、サラワク）完成：1996-6。
目的は商用電力が無い居住区に商用電力と同じ質の電力を28kWh/day 220V  50Hz

単相で24時間供給するもので、Kuching北西60kmに位置し1年の半分しか道路が使え
ない。
滞在者は10～44人で、子供10人は週末に実家へ帰る。冒険家や科学者が定期訪問する。
本機設置前はディーゼルで1日給電5～６時間していた。遠隔監視装置付きで、発電量
の内風力が1番多い。CASEのトレーニングプログラムで居住者が自治運転している。

PV：７７Watt PVパネル　12枚
風車：2.8kW 26m塔
バッテリー：５５個－２V 920AH 鉛蓄電池（40%放電深度にて）
インバーター：5kVA 110VDC
ディーゼル発電機：30kVA
資金：AU＄101,700 AusAIDが拠出。

ii) 太陽－風力－ディーゼルハイブリッド
（Tanjung Datuk自然公園、サラワク）完成：1996-7
目的は商用電力が無い居住区に7.8kWh/day 220V 50Hz 単相の商用電力と同じ

質の電力を24時間供給する。Kuching西70kmに位置し道路が使えない。主な滞在者は
管理人、公園拡張計画は有るが現在はバンガロー１軒のみである。本機設置前はディ
ーゼルで1日給電６～8時間であった。遠隔監視装置付きで、発電量の内風力が1番多
い。
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PV：７７Watt PVパネル　12枚
風車：500W 18.5m塔
バッテリー：24個－２V 920AH 鉛蓄電池（40%放電深度にて）
インバーター：２kVA 48VDC
ディーゼル発電機：既設2kVA
資金：AU＄38,720 AusAID拠出

iii) スタンドアロン太陽光発電（Palau Lakei島　サラワク）完成：1998-10
目的は森林レンジャー用に4.5kWh/day 220V 50Hz 単相の商用電力と同じ質の

24時間供給する。Kuching東30kmの島で、主な滞在者は森林レンジャーとその家族で
ある。管理棟、シャワー室、桟橋灯に給電する。本機設置前はガソリン発電機で1日
給電3時間であった。

PV：1.3kWpアレイ　80Watt SolarexPVパネル　16枚
バッテリー：12kWh 12個－２V 1000AH 鉛蓄電池　50%放電深度
インバーター：2400W 48VDC
資金：AU＄35,000 サラワクの森林省が拠出

iv) スタンドアロン太陽光発電（Palau Talang-Talang Kecil島　サラワク）完成：1999-2
目的は森林レンジャー用に3kWh/day 220V 50Hz 単相の商用電力と同じ質の電

力を24時間供給する。Kuching南西100kmの島で、主な滞在者は森林レンジャーとそ
の家族である。管理棟・シャワー室に給電する。本機設置前はガソリン発電機で1日
給電3時間であった。

PV：1.3kWpアレイ　40Watt PVパネル　24枚
バッテリー：12kWh 12個－２V 1000AH 鉛蓄電池　50%放電深度
インバーター：2200W 48VDC

資金：AU＄10,000 サラワクの森林省が拠出
PVパネルとバッテリーはCASEがgrid電化したlonghouse（ベルギー供与）から移

設したので上記費用に含んでいない。

v) スタンドアロン太陽光発電（Pulau Talang Besar島　サラワク）完成：1999-2
目的は森林レンジャー用に4kWh/day 220V 50Hz 単相の商用電力と同じ質の電

力を24時間供給する。Kuching南西100kmの島で、主な滞在者は森林レンジャーとそ
の家族である。VIP宿泊所、礼拝室に給電する。本機設置前はガソリン発電機で1日給
電3時間であった。

PV：　40Watt PVパネル　32枚
バッテリー：24kWh 24個－２V 1000AH 鉛蓄電池（50%放電深度にて）
インバーター：2400W 48VDC

資金：AU＄10,000 サラワクの森林省が拠出
PVパネルとバッテリーはCASEがgrid電化したlonghouse（ベルギー供与）から移

設したので上記費用に含んでいない。
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５．３　総括

太陽電池による農村電化としては政策、機器仕様ともに立派なものであり世界的に珍しいと
いえる。しかしながら連邦政府直轄発注で、サラワク州レベルの電気事業者は設置希望を、立
地選定委員会を通して間接的に連邦政府に出すものの、設置作業にもその後の維持作業にも一
切関与していない。一方事故実績、設備仕様などについてMRDでの質疑応答のなかで、設置業
者の報告書が中心的な参考資料のようであり、連邦レベルのMRDも設置業者（BPソーラーと
の合弁会社）任せになりがちの様にも見うけられた。インバーターの素子が抜けるような事故
は少なからずあるとのことである。また過負荷保護をバイパスするような故意の事故もあるよ
うである。

上記の通りマレイシアはこれだけ多くの太陽光発電の実績が僻地に存在するので、すでにパ
イロットが多数存在するといえる。このようなケースは非常に稀有である。もし本各調査に入
った場合は、先ず全部の既設例を良く実態調査をしてからその結果を踏まえて、パイロットは
これらの中から未電化村とペアで選定し、未電化村住民の事前教育用として位置付け、かつ改
良システムを本各調査で設計し、前記未電化村で試験するという方法が現実的かと思われる。
MRDから一切を任せられている設置業者であるBPソーラー系の会社とMRDをこのような実態
調査にどのように関係付けるか検討を要するが、これだけ多く数年の実績のある例が揃ってい
るのは貴重な調査対象である。
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第６章　現地調査�



第６章 現地踏査

６．１　村落社会調査

本調査では、サラワクの２つの村落について現地踏査した。

（１） Engkambang村
１）サイトの位置　　　　　　　　　

Kuchingより約１００ｋｍ位南下した地点にあり、近郊都市はSerianで、インドネシ
アの国境に近い。

２）行政形態等
上記Engkambang村はKota Samarahan Division（県）のSerian District（郡）に属す

る。Kota Samarahan県は１９９９年現在で約１９万７千人の人口を有し、Serian郡は
約８万５千人の人口を有する。Engkakang村自体の人口、村の規模、住民の構成、住
民組織の有無は不明。

３）生活状況
２つのLong Houseを視察した。以前、このLong Houseにベルギー政府の援助によ

り太陽光発電施設があったが、１９９９年５月にＰＶシステムは撤去され、現在はグ
リッドによる配電がなされている。ＰＶシステムによる電力供給のあった時から電力
の使用用途は電灯、ＴＶ，冷蔵庫等であったが、現在はグリッド配電により配電サー
ビス時間帯もＰＶシステム時より飛躍的に改善されており、住民はテレビ・ラデｲオ
等を充分に楽しんでいるように見受けられた。

（２） Tesu Mawang村
１）サイトの位置

上記のEngkambang村同様、インドネシア国境沿いにあり、Kuchingからは約１００
ｋｍ位に所に位置する。

２）行政形態・村落の規模
Engkambang村同様Serian 郡の中の１村。
人口は約２００人で部族はBidayo族。世帯数は５３．

３）主たる産業
農業（稲作、コショウ栽培）

４）教育･保健医療・宗教
・小学校が１校あり、生徒数は隣村のTesu Kuraから通学してくる生徒を含め約８０名

教師は６名
・診療所が一つあり、H.A.(hospital assistant)１名と看護婦が２名いる主たる病気は

頭痛、下痢でマラリアは無い。
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・飲料水は約１０マイル離れた水源からパイプを村民の協同努力(gotong rojong)で
作り各家庭に配給されている。

・宗教は住民の全てがカトリック信者であり、教会が村の中にあり神父が２ヶ月に
一度位Serianから来る。

５）電力・エネルギー関連
・この村はグリッド未電化であるが、バッテリーによる電化はなされている
・ＴＶセットを１０家族が持っており、バッテリーを使っている。
・ＴＶセット（モノクロ）は５００～６００RM
・バッテリーの値段は１５０RM位
・灯火及び料理はケロシン灯油或いは薪を使用している

６）村落生活・村落社会における問題点
・バッテリーの値段が高いためテレビを使っていない家庭が多い
・農業等の振興が活発でなく、このため世帯毎の収入は不安定であり、月別・年別

の世帯別収入･支出は不明

６．２電化状況

（１） 村落での電化状況の実態
ベルギー政府の援助により、太陽光発電により電化され、その後、配電線の拡張によ

り電化されたEmkambang村を現地調査し電力使用状況を確認した。約７０ｍのロング
ハウスに１４世帯が居住していたが、そのうち１世帯の電力使用状況を確認したところ、
使用されていた電気器具は、証明、１４型カラーＴＶ，ステレオセット、小型冷蔵庫、
洗濯機であった。なお、冷蔵庫および洗濯機は、配電接続後に購入したとのことであっ
た。電気料金は、多いときで１ヶ月２９RMであり、消費電力量に換算すると、月約
１００ｋＷｈとなる。消費電力については、太陽光発電供給時は、照明（約４０ｗ），
１４型カラーＴＶ（約６０Ｗ），ステレオセット（約５０Ｗ）で合計１５０Ｗ程度、ま
た、配電接続後は、小型冷蔵庫（約１００Ｗ），洗濯機（約４００Ｗ）を加算して約
６５０Ｗ程度と想定される。

（２） 電力需要とニーズ
現在、未だ各家庭への配電が実施されていないTesu Mawang村での現地調査を行った。

電化については、小学校および病院専用のデｲーゼル発電機が存在するが、各家庭へは
配電されていない模様であった。また、過去に、サラワク州開発局(SDO)が設置したディ
ーゼル発電機があったが、現状ではメンテナンス不足等で運転されていないとのことで
あった。このように、公的な電力供給がなされない状況にあっても、各家庭では、バッ
テリーを購入し、ＴＶを視聴（ニュース等）しているとのことであった。１日２時間程
度（２１時頃～２３時頃）のＴＶ視聴のために、バッテリーを毎週、町まで充電しに行
っている。ＴＶの消費電力を６０Ｗ（毎日２時間視聴）、バッテリー価格１５０ＭＲ

（寿命２年）、バッテリー充電経費/週と想定すれば、約５/kWhという高額な電気料金を
払っていることになり、それでもＴＶを購入し、視聴していることを考えれば、電化
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のニーヅは非常に大きいといえる。需要としては、最低限、照明（４０Ｗ程度）、
ＴＶ視聴（６０Ｗ程度）を考えると、１００～１５０Ｗ程度必要である。現在の太
陽光発電による電化が１６０Ｗ（８０パネル２枚）を基本としているが、これはリー
ゾナブルな値であるといえる。ただし、これが社会開発へどれだけ貢献するかは、不
透明であり、必要な電化の程度とその設備容量は、更なる検討を要する。

（３） 電化状況
１）村落での電化状況の実態

ベルギー政府の援助により、太陽光発電により電化され、その後、配電線の拡張に
より電化されたEngkambangという村落を現地調査し電力使用状況を確認した。 約
７０ｍのロングハウスに１４世帯が居住していたが、そのうち１世帯の電力使用状況
を確認したところ、使用されていた電気器具は、照明、１４型カラーＴＶ、ステレオ
セット、小型冷蔵庫、洗濯機（写真６－1）であった。 なお、冷蔵庫および洗濯機は、
配電線接続後に購入したとのことであった。 電気料金は、多いときで１ヶ月２９
ＲＭであり、消費電力量に換算すると、月約１００ｋＷｈとなる。 消費電力につい
ては、太陽光発電供給時は、照明（約４０Ｗ）、１４型カラーＴＶ（約６０Ｗ）、ステ
レオセット（約５０Ｗ）で合計約１５０Ｗ程度、また、配電線接続後は、小型冷蔵庫

（約１００Ｗ）、洗濯機（約４００Ｗ）を加算して約６５０Ｗ程度と想定される。
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２）電力需要とニーズ
現状、各家庭への配電が実施されていないテスマワンという村落で現地調査を実施

した。電化については、小学校および病院専用のディーゼル発電機が存在するが、各
家庭へは配電されていない模様であった。 また、過去に、州開発局（ＳＤＯ）が設置
したディーゼル発電機があったが、現状では、メンテナンス不足等で運転されていな
いとのことであった。 このように、公的な電力供給がなされていない状況にあって
も、各家庭では、バッテリーを購入し、ＴＶを視聴（ニュース等）しているとのこと
であった。 １日２時間程度（２１時頃～２３時頃）のＴＶ視聴のために、バッテリ
ーを毎週、町まで充電しに行っているとのことであった。ＴＶの消費電力を６０Ｗ

（毎日２時間視聴）、バッテリー価格１５０ＲＭ（寿命２年）、バッテリー充電経費３
ＲＭ／週と想定すれば、約５ＲＭ／kWhという高額な電気料金を払っていることにな
り、それでもＴＶを購入し、視聴していることを考えれば、電化のニーズは非常に大
きいといえる。 需要としては、最低限、照明（４０Ｗ程度）、ＴＶ視聴（６０Ｗ程度）
を考えると、１００～１５０Ｗ程度必要である。 現在の太陽光発電による電化が
１６０Ｗ（８０Ｗパネル２枚）を基本としているが、これはリーゾナブルな値である
といえる。 ただし、これが社会開発へどれだけ貢献するかは、不透明であり、必要
な電化の程度とその設備容量は、更なる検討を要する。
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別添　１

面談議事録
(１) JETROマレイシア事務所表敬

日時：平成11年11月15日　０９：００
出席者：大村所長、蝉山所員、調査団全員
面談内容：

JETRO事務所からの情報収集の内容は、以下の通り。
・民間企業による太陽光発電プロジェクトはない。
・マレイシアの電力事情については、電発(EPDC)の高岡氏が調査中。
・NEDOが行ったサバ州における実証試験、施設は近々日本政府（大蔵省）からマレイシア

に委譲されるようだが、受渡先の機関の選定でもめているようである。
・省エネ関連では、ATOS、JODCが人材育成を行っている。

(２) 在マレイシア日本大使館
日時：平成11年11月15日 １１：１０
出席者：奈須野二等書記官、長谷川二等書記官、調査団全員
面談内容：
・地方電化については、連邦政府と地方政府で温度差がある。併せて、両者の権限関係を明

確化すべき。
・維持管理体制の実状を調査して欲しい。
・調査団側からは、要請の背景とWorld Solar Summitの関連に関する意見を大使館に求めた

ところ、要請背景にはWorld Solar Summitが念頭に置かれているとの回答。なお、日本政
府は、World Solar Summitに格別の協力はしていない。

(３) 経済企画院(EPU:Economic Planning Unit)
日時：平成11年11月15日　１４：３０
出席者：Yap Lee Hua(EPU)、Du Malik(TNB:Tenega Nasional Berhad)、調査団全員
面談内容：

冒頭、大竹団長より以下の発言。
1)現地踏査を通じ本調査の趣旨を特定したい。
2)正式な開発調査案件としてJustify可能か否かを見極めたい。
3)パイロットプロジェクトを含め、S/W(Scope of work)の大枠を定めたい。
4)本調査の調査結果をＭ／Ｍにとりまとめたい。
引き続き行われた協議の要点は以下の通り。
・電化の方法は各々の電力事業者が決定する(サラワク州ではSESCO)。
・再生エネルギー政策は、正式な意味では存在しない。
・第７次五カ年計画（Seventh Malaysia Plan）で言及されている地方電化(Rural 

Electrification)は、農村開発省(ＭＲＤ:Ministry of Rural Development)が担当。
・地方電化促進の資金源にはElectricity Trust Fundがあり、地域住民の負担だけではない。
・半島部は電化率98％であるが、依然として未電化地区が存在する。残り２％の未電化地域

の電化の方法は、電力系統には接続されない分散電源による電化。配電線では不経済な遠
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隔地では、ディーゼル発電によるlocal gridで集落単位でTNBの業務として実施。料金は都
市部と同じである。

・エネルギー政策における再生可能エネルギーの位置付けは、第８次マレイシア計画を現在
策定中であり、まだ明確な事は言えない。

・要請書の付属書に「four fuel policyからfive fuel policyに移行し、再生エネルギーをfifth 
energyとする」記されているが、具体的な内容については、目下、検討中。ただ、太陽エ
ネルギーはコストが高いので、主な再生エネルギーはバイオマスである。また、デンマー
クと共同でパームオイル製造会社が自家発電として、椰子廃棄物を直接燃焼するコージェ
ネ発電を行っている。バイオマスエネルギーは農業廃棄物処理問題も解決できるため、再
生エネルギーの有望株である。仕様諸元等の詳細については、エネルギー・コミュニケー
ション・マルチメディア省(MECM: Ministry of Energy, Communication & Multimedia)が担。

・（外国からの援助を期待するなら、経済性を基本とした計画が必要なのでは、という調査
団からの問に対し）電力系統に接続される発電プラントと遠隔地を対象とする発電プラン
トとは別個に考えるべきである。後者は、Electricity Trust Fund によるものであり、経済
性はあまり考慮されないものである。電気料金も基本的には無料である。

・（太陽光発電のコストは安くはないが、補助金等で促進する考えはあるのか、という調査
団の問に対し）金額にもよるが、まだ明確な考えはない。

(４) Ministry of Energy Communication & Multimedia (MECM：エネルギー省)
日時：平成11年11月16日　午前
出席者：Husniarti Binti Tamin, Thiyagarajan Velumail  ( MECM)

Mr. Idris Ramui, Mr. Mohmood Fawzi Ariffin(MRD) ,Mr. Ahmad Zailin Ismail(PTM)
ほか　　　調査団全員

面談内容：
冒頭、MECMより要請背景について、以下の発言。(1)サラワク州の約３０％が未電化。

(2)サラワク州の地方電化は、経済活動を促進するだけでなく、教育水準の向上、テレビ等視
聴覚による娯楽住民に与えるなどの社会経済的な意義は大きい。(3)太陽光発電プロジェクト
の持続性を保つため、PTMにおける研修も考慮。

続いてMECMより、以下のコメント。
・本案件の修正要請を作成した。
・本件は、MECMとＭＲＤのジョイントプロジェクトである。
・Scope of Workとしては、4stageを考えており、修正版の要請書に盛り込んである。

ＭＲＤからのコメントは以下の通り。
・サバ州、サラワク州の遠隔地におけるグリッド配電は極めて困難である。
・太陽光発電は、lightingやテレビ、ラジオ等、地域住民のbasic needsを満たすために有効で

ある。
・サラワク州でのPVシステムの導入は、単に経済活動を活発にするだけでなく、教育、保健

衛生等、住民の生活向上に大きく貢献する。
・プロジェクト実現まで３年かかるのは長すぎる。
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(５) Ministry of Rural Development(ＭＲＤ：地方開発省)
日時：平成11年11月16日　15:00～17:00
出席者：Mr. Idris Ramui, Mr. Mohmood Fawzi Ariffin, Mr. Midhal Hassan, Mr. 
Mishhak Muhangin (ＭＲＤ), Mr. Khairul Nizam Romli (MECM), Mr. Ahmad Zailin 
Ismail, Mr. Lok Chungkiat (PTM)、大竹団長、西野入団員、祖川団員
面談内容：
・サラワク州の電化計画は、SPUが作成する。
・電化に関する法規制は、MECMが行う。
・サラワク州の地方電化予算は、1996から2000の５ヶ年でRM218 . 5百万である。

うち、約７０％がgrid-connectedである。SESCOの地方電化予算は、この政府予算が100％
をしめている。（ＴＮＢでは、50％）

・ 地方電化の方法は、ＭＲＤが決める。（注：EPUとの面談では各々の電力事業者が決定す
るとなっていた）

・配電線による地方電化は、基本的には、電気事業者（サラワク州では、SESCO）が行う。
しかし、３３ｋＶ以下の配電線による地方電化はＭＲＤが行う。

・サラワク州の地方電化の実施方法の流れは、村落からの要求をサラワク州ＭＲＤ、SPU、
サラワク州開発局(SDO:Sarawak Development Office)、SESCOが参加する会議で審議し、
サラワク州ＭＲＤがとりまとめて連邦政府ＭＲＤへ要求する。連邦政府ＭＲＤは、経済性
や技術仕様などの評価を、コンサルタント（インハウスコンサルタント“Five-H”）に依頼
し、チェックした上で予算を配分する。工事の実施は、コントラクター（地元業者“プロ
ジャース”）に委託する。太陽光以外は、工事後、設備をSESCOへ引継ぎ、運転、保守、
メンテナンス、料金収集をSESCOが行う。（SESCOによると、引き継ぐかどうかは、まだ、
未決定とのこと。）
太陽光の場合は、メンテナンス（年１回の巡視）も連邦政府ＭＲＤがコントラクターに委
託して実施し、SESCOに引き渡すことはしない。（SESCO側が、遠隔地への巡視などコス
ト的に見合わないため、引き取らない。）

・村落の電気料金は、都市部と同じ。ただし、遠隔地のoff-grid太陽光発電の場合は無料とし
ている。ＭＲＤとしては、これを村落自体で料金回収し、彼らで運転保守できるシステム
を構築したい意向がある。（現状の料金回収もせず、ＭＲＤが永続的に維持管理するシステ
ムをＭＲＤは、問題視していた。）

・（村落での運転保守には、村民の教育が必要であるが、PTMがその役目を担えないか、と
いう質問に対して）実際、（半島マレイシアでは）ある地域でそのようなことも、実施し始
めている。（西野入団員所感：これは、パイロット的であり、今後各地で実施するには、
PTMの現状（電気技術者３人）を考えると、まだ難しいと、思われる。）

・（太陽光発電を適用すべき）遠隔地（Remote）エリアの定義は、距離や時間ではなく、車
では行けなくて、ヘリコプター、ボート、徒歩でしか行けないところ。

・太陽光発電は、サラワク州で４６９セット（うち３８４が一般家庭用）の経験がある。
・遠隔地での電化の問題点は、使用間違い、雷事故などがある。また、村民からは、容量不

足に対する不満がある。太陽光発電のハードコストが高いことも問題。
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(６) IC Network
日時：平成11年11月16日　14:00?（於：JICAマレイシア事務所)
出席者：Ms.Sarala Iikanathan（IC Network）、川端団員、梅津団員、中村団員
面談内容：

IC Networkからのコメントの概要は以下の通り。
1)SPUでは、DirectorのMr.Wilson Baga Dondotと意見交換をするべき。
2)IC NetworkはJICAマレイシア事務所の委託で、環境、sustainable energyについて調査した。

教育、保健衛生の分野は調査対象外。
3)サバ州、サラワク州からの連邦政府への対外援助要請は、連邦政府EPUで無視されること

がある。
4)サラワク州における調査にあたっては、サラワク州政府とのコミュニケーションを上手に

保つことが肝要である。この点、WWFの代表が追放された事例がある。
5)風力発電（ハイブリッド）をクチンの北側で行ったことがある。

(７) ＭＲＤ
日時：平成11年11月17日
出席者：Mr. Hamzar Omar, Mr. Mohmood Fawzi Ariffin(MRD) Mr. Ahmad Zailin Ismail, 
(PTM)
調査団全員　ほか
面談内容：
・本件プロジェクトの目的は、住民のミニマムなBHNを満たすものであり、特定の産業を振

興するものではない。目的は、住民が生存するための最低限の電源を確保することにある。
・ＰＶシステムの維持管理は、コントラクターが主に担う。チップを取り替える程度。バッ

テリー、パネルについても分析する。SIRIMがローカルシステムの研究開発を行っている。
また、バッテリーの寿命は約２年である。

・ＰＶシステムの環境問題はほとんどない。
・将来的には、遠隔地もグリッドでつなぎたいと考えている。ただし、暫定措置として、

ＰＶシステムが必要である。
・いずれにせよ、マレイシア国民はだれでも電力を使用する権利がある。本件においては、

未電化地域の住民がＰＶシステムというfacilitiesを得ることが重要である。
・サバ州、サラワク州の地方電化政策の概要は、次の通り。１００％政府補助金のものと

TNBが５０％支出しているものとがある。ＭＲＤが地方電化の設備資金を支出し、SESCO
に移譲する。ＰＶの場合は、設備・資金をユーザーに渡しきりにして、年一回巡回・点検
する。電気料金は徴収しない。クチン近郊に４６９のＰＶシステムが存在する。なお、遠
隔地(remote erea)の定義は、「四輪駆動車で行けないところ」を指す。

・（今後資金徴収をすることを考えているのか、という質問に対して）サステナビリティの
観点からは、住民＝ユーザーからの料金徴収は必要。しかし、支払い能力はないため、料
金徴収は考えていない。

・太陽光の設置後のメンテナンスが非常に問題だ。インバータ等の故障が多発している。
・（太陽光はグリッド接続までの暫定的措置をのことであるが、将来のグリッド接続までの

計画はあるのか、という質問に対して）それは、SPUの業務。ＭＲＤは、２０１０年めど
にはグリッド接続が実現することを期待。
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・電化率が１００％となる見通しは、半島マレイシアでは２０００年、サバ州・サラワク州
では２０１０年を目指している。

(８) SPU
日時：平成11年11月18日　午前
出席者: Datu Wilson Baya Bundot , Phillip Addo(SPU), 

Wan Tet Kyung(Stephen) (SESCO)  Shariman Mansor（Projass）
Ms. Missuyah Binti Mohamed(SDO/Ast.Director)、

Mr.Robert Suwor Sagang (Sarawak ＭＲＤ/Ast.Secretary)、ほか
調査団全員　

面談内容：
・（SDOの地方電化に関する役割如何という質問に対して）SDOは、各村落からの電化要求

を受け、SPUのサラワク州地方電化政策を勘案して、実際に地方電化を実施する地域を決
定する。ただし、決定に際しては、サラワクＭＲＤ、SPU、SDO、SESCO構成される
Selection Committee での審議が実施される。一般的に地方開発に関するプロジェクトの実
行は、SDOが行うが、地方電化の実施については、連邦政府の農村開発省（ＭＲＤ）が行
うこととなっている。

・地方電化の優先順位は、まず、病院、学校、コミュニティーホール等の社会的インフラス
トラクチャーが整備されている地域を優先する。次に、電化により産業発展可能な地域を
優先する。

・今後の地方電化計画リストは、２０００年まである。
・州予算によりSDOの地方局で実施したOff-GridのGen-Set がある。ただし、ごく小規模なも

のであり、地方電化プログラムの一環とは考えていない。
・（ＭＲＤによると、２０１０年には、すべての負荷をグリッド接続により供給したいと考

えであるが、という質問に対し）無理だと思う。５０年程度かかるのではないか。

(９) SESCO(Sarawak Electricity Supply Corporation)
日時：平成11年11月18日　午後
出席者：Mr.Wan Tet Kyung(Stephen), Mr.Danice Endawie Ita , Mr.Chan Seng Yu,
調査団員全員
面談内容：
・系統に接続されない遠隔地での地方電化の実態は次の通り。ＭＲＤが１９９６年にコンサ

ル（Ｆｉｖｅ?Ｈ）を使って実施したスタディに基づき、２５プロジェクト（ミニハイドロ
２件、ディーゼル１２件、太陽光１１件）を実施。これらは、ＭＲＤが直接、コントラク
ターと契約して実施した。うちディーゼルは、SESCOが設備を引き継ぐ予定であったが、
まだ決定されていない。現状では、村が所有。

・（地方電化については、全てＭＲＤ＝連邦政府によると考えてよいか、という質問に対し）
１９９５年以前は、SESCOが実施（４６プロジェクト実施）。１９９６年以降は、連邦政
府が実施。現在、SESCOは独自の地方電化計画をもたない。

・（過去にSESCOが実施した地方電化に、Off-Grid形態のものはあるか、という質問に対し）
４６のうち４０はOff-Grid。ただし、これらは、車やボートで燃料が運べる地域のみであ
る。燃料費は４５Sen/kWhと割高であるが、電気料金は、都市部と同じ。

・日本以外の国からの援助は、ベルギー政府の援助で太陽光発電を実施したケースがある。
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ただし現在は、配電線が接続されおり、その太陽光は使われていない。
・バクン水力プロジェクトの進捗は、２４００ＭＷから５００ＭＷ程度に規模縮小し、サバ

州、サラワク州での利用のみをターゲットにするよう計画変更の予定だが、まだ検討中で
ある。

・SESCOの民営化の予定は、現在のところ、無い。

(10) Universiti Malaysia Sarawak(UNIMAS)
日時：平成11年11月19日　０９：００～
出席者：Prof.Michael Leigh(UNIMAS)、Lecturer, Fumitake Furuoka(UNIMAS)、
Ms.Tomomi Mastubara(UNIMAS大学院生)、Prof. Ng Liang Yew Al

川端団員、中村団員、西野入団員
面談内容：
１）技術開発における大学の役割：

自発的にまたは産業からの依頼を受けて技術開発プロジェクトに必要な学外の人材のトレ
ーニングおよび技術開を実施する。
例１：既設Batangai 水力発電所の改良案作成をIBEC(Institute of Biodiversity Environment 
conservation of UNIMAS)と 共 同 で 行 っ て い る 。（ 費 用 は 環 境 省 MoSTE持 ち ）
例２：シリコンウエハー製造技術に必要な学外の人材のトレーニング。

２） PVに関する研究項目：
下記1件のみ。（筆者注：これはR&Dとは言い難い）
課題：Bareo地区（サラワク東端観光地）に設置するパイロット通信設備用電源をPVでま
かなうべく検討したい。出力は未定。１ｋW程度か。用途はlonghouseの非常通報（火事、
怪我など）用。学内の社会開発研究グループと共同で検討している。研究資金は本年カナ
ダ政府の資金がRM600,000ついた。この資金は通信機材など購入および運搬費用に充てる。

３）再生可能エネルギーの研究：していない。（筆者注：というが、上記２講師が知らないだ
けで、他の教室で研究しているかも知れない、PTMの大学への連絡が適正かどうかは疑わ
しい）

４）PTMの役割：PTMは大学、企業、研究機関のコーディネーターであり、大学、産業界な
どのためにエネルギー分野のR&Dの人的および資金的資源の調達をする。（PTM：Ahmad 
Zairin Ismail）

５）参考情報：上記講師Al Khalid Haji Othmanが父親（森林学者）とlonnghouseのPVを見に
行ったがバッテリー小屋の中のバッテリーが他の目的に流用されていたり、電解液補充不
良で使用不能になっている状況を見てきた。車で片道4時間かかった。SESCOが設置した
もので、ベルギー政府供与のものではない。

６）サラワク経済等
・サラワク経済は1970年から20年間は木材の輸出で住民全体の経済状態は良好。木材ブー

ム後はサラワク州経済は下降気味。
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・サラワク州で開発援助を行う場合、最も重要なことは州政府関係者とのコミュニケーシ
ョンを上手に保つことである。WWFの現地職員が関係者との折り合いが悪く追放同様
でサラワク州を去ったことがある。

・サラワク州のNGOは基本的にアンチ・ガバメントであるため、州政府の了解を得ずにコ
ンタクトをとることは危険。

(11) SPU
日時：平成11年11月19日　15.00～17:00
出席者：Phillip Addo(SPU)、NGO‘Yakin’ の職員２名

大竹団長、梅津団員、中村団員、祖川団員、西野入団員
面談内容：

１）SESCＯに対するUNIMAS訪問につき報告
・大学はR&Dというよりはさして高級ではない技術の実用化で直接の指導役であり、職業訓

練校のような役割もある。
・PTMの位置付けは大学間のcoordinationである。
・再生可能エネルギーそのものの技術開発はやっていないようである。

２）MRD直轄事業であるPV設置場所の地図は作成中につきSPUからは提供できない。
３）Addo氏の実家では５KVAディーゼル発電機による自家発を所用している。近隣には電気を

提供はしていない。Kuchingから車、船、徒歩で合計10時間かかる。
４）Remote地区で無電化地区でかつ1日で調査できる場所は直ちには思いつかない。
５）Sarawakにもマイクロクレジットをバングラデシュの方式を真似て組織しているが、PV設

置に付いては貸し出し対象ではない。貸出金で収入を上げられるものにしか出さないから
である。資金は連邦政府から出る。

６）PV設備はメンテナンス上問題があるという意見がSPU側からでたので、そのようなことは
設置前から分かりきっていることで、なぜ事前に教育しないのか？　過電流継電器をバイ
パスして使うようなabuseをするくらいの知恵を住民が持っているなら教育出来るはずで
あると質問したが、答えはなかった。

７）村落電化委員会のChairmanはSarawakのMRDである。

１２）サラワク博物館
日時：平成11年11月20日　１０：００～
出席者：Mr.Sanib bin Said(サラワク博物館館長(director))、Mr.Furuoka(UNIMAS)、
Mr.Tan(UNIMAS)、川端団員
面談内容：サラワク博物館は、一般的な博物館の機能のある一方、日本の国立民族博物館の
ようにサラワク州に関する資料の蒐集・整理及び研究といった機能を担っている点が特徴で
ある。図書館を併設する。
サラワク州の社会・エスニシティに関する資料については、そもそも蓄積が少ない。そのよ
うななか、サラワク博物館が世界的にも充実していると思料される。資料を探すならば、館
長のアドバイスを得ることが肝要。
サラワク博物館で行われた意見交換及び館長からのコメントの概要以下の通り。
・サラワク博物館で所蔵のサラワク州の政治・経済・社会・エスニシティ等に関する資料は、

一般書籍もあるが、当館で発行しているSarawak Museum Journal（1949年創刊)、Sarawak 
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Gazette(1870年創刊)がサラワク州に関する学術論文を多数納めている。サラワク州に関す
る資料では当館が一番そろっているのではないか。（図書館２階で購入可能。）

・統計は、古いものなら当館にもある。新しいものならサラワク州政府の統計局
(Department of Statistics)で手に入る。

・エスニック・グループの分布を表した地図はない。
・ビブリオグラフィーは、Sarawak Museum Journalについては、1989年のものが最新である。

(蔵書の検索については、コンピュータ化はされてはいないが、カード式で検索可能。)
・（本件開発調査についてのコメントを求めたところ）地方電化は地域住民への、特に、教

育・医療・娯楽にもらたす利益が大きい。ただし、しっかりとしたメンテナンスが重要。
実際に、プナン族の村で適切なメンテナンス方法を知らないために発電施設を壊してしま
った例がある。

(12) Malaysia Energy Center [Pusat Tenaga Malaysia](PTM)
日時：平成11年11月25日午後
出席者： Mohd Zamzam Jaafar, Ahmad Zairin Ismail, Lok Chung Kiat、

調査団全員
面談内容：
・PTM事務所はPETRONASの研究所の一部を無償借用。用益費が僅かにかかるだけ。昨年5

月に職員5名で発足し現在38名（regular）＋15名（省エネプロジェクトで4年契約）。
・ 大きなプロジェクトとしては産業の省エネプロジェクトで、総予算US$ 20.8百万（RM79

百万）でUNDP（GEF）がRM29百万、マレイシア政府RM30百万、民間RM2０百万を分担
する。この民間RM2０百万はMalaysian Electricity Trust Fund（IPPの収入の1％から拠出）
から出している。企業からデモプラ提案を募集して補助金を付ける事業も含まれている。

・PTMは日本のIEEJ（（財）エネルギー経済研究所：エネ研）、ECCJ(省エネセンター)、
NEDOの3者を総合したような機能を持たせるのが目標。人員配置は3等分とする。

・日本からはJETRO、NEDO、省エネセンター、エネ研から省エネ案件で補助を受けている。
・本年予算はRM５百万で使途は機材購入などの直接経費。
・本年は、US$100の１０ｗPVパネルを200セット、フランスのFEE（Free Energy Europe）

社から購入し、学校、大学、先住民居住地域、大臣選挙区用に各５０セット配布した。（現
物を見たがアモルファスであった）バッテリーは先方持ちである。PVに馴れてもらうのが
狙いである。

・マレイシア製バッテリーをPVのcharge実験に使用していたが、５０AHがRM80（約2,400円）、
７０AHがRM100（約3,000円）で寿命は1年とのこと。SIRIMマーク付きである。2年持つ
ものはRM400(約12,000円)とか。

・PTMの機能はcoordinationである。
・PVの系統連系研究をTNB研究所と実施する契約をした。
・地方電化についてはマレイシア全体でRM 124百万使用した。1件RM10,000のセットが設計

されているが、太陽光発電により遠隔地の生活改善、経済発展につなげるような工夫をし
たい。
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